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研究集録第３６号の発行にあたって

東京都立高等学校副校長会

会長玉井篤

（東京都立竹台高等学校）

平成２１年度都立高等学校副校長研究協議会の開催に当たりご挨拶申し上げます。本研究協議会
は「都民の期待にこたえる都立高等学校及び都立中等教育学校を創造するために、副校長全員に
よる研究協議を行い、学校運営や教育指導の改善・充実に資する｡」ことを趣旨としております。
昨年５月には「３つの視点」と「１２の取組の方向｣Ⅵそれに基づく「２７の重点施策」からなる
『東京都教育ビジョン（第２次)」が発表されました。それに基づき本年４月より主任教諭が任用
され、全国的にも注目されております。平成９年から始まった都立高校教育改革のハード面の条

件整備はほぼ出尽くした感があります。今後は、それらを活かすソフト面での整備・充実を進め
ていくことにあります。そのためには、各都立高校の持っている叡智を共有化し、先進的な取り

組みや成果を挙げている学校の実践を学び、それぞれの自校の状況に応じて応用していくことだ
と考えます。

今年度は各地区Ａ，Ｃチームの副校長先生方に、限られた時間の中で研究成果をまとめていた
だきました。いずれも今日的な課題を捉えた研究主題であります。年々、研究協議会への出席者

の減少が危倶されていますが、今年度より、研究発表を踏まえた協議を分科会毎に行うこととし
ました。その協議を受けて講師の先生方より指導・講評をいただきます。他校の実践の中から、

学校経営へのヒントを掴んでいただくことが、本研究協議会の趣旨でもあります。是非、昨年を
上回る副校長先生方の参加を期待します。

また、全体会では指導部長高野敬三先生に『副校長による活力のある学校経営」をテーマに講

話を依頼しました。学習指導要領が改訂され各校とも教育課程の編成作業が始まり、副校長の学
校経営の手腕が問われることとなります。高野部長の講話の中から研究へのヒント、学校経営の

改善の糸口などを発見していただきたいと存じます。

本研究協議会の開催ならびに研究集録３６号を編集するに当たり、教育庁指導部高等学校教育指

導課の諸先生方に御指導を賜りました。また、東京都立工芸高等学校には全体会の開催に快く会
場を提供していただきました。紙面をお借りして御礼申し上げます。

東京都公立高等学校定時制通信制副校長会

会長堀江徹

（東京都立第四商業高等学校）

平成２１年度の都立高等学校副校長研究協議会の開催に際し、定時制通信制畠Ｉ校長会を代表いた

しまして一言ご挨拶申し上げます。

都立高校は、今またＩＣＴ計画による機器の配備、教員全員に対するＴＡＩＭＳ端末パソコン

の支給、主任教諭制度の開始、等々新しい動きの中にあります。

加えて今年度は、都立高校改革推進計画の「新たな実施計画」の最終年度を控え多くの定時制

高校が閉課程を迎えます。これに対応して定時制通信制の副校長会の体制をどのように整えてい

くか待ったなしの検討を加えていく時期に来ております。

さて、その中で今年も毎年定期的に開催される全定合同の研究協議会の発表の曰を迎えること

ができました。学校は刻々と変化する社会と環境に囲まれ、様々な課題に対する対応を迫られて

おります。そのような状況の中で、大きなうねりに流されることなく、自らの拠って立つところ

をしっかりと見極め自主的に研究を重ね、研究協議を通じて互いに学びあえることは誠に貴重な

ことであり、各先生方には是非、本日の成果を学校に持ち帰り今後の学校経営に活かして欲しい

と思います。

最後に、今回の研究協議会に際してご指導を賜りました先生方、この研究集録の編集・発行の

労を執っていただきました事務局の先生方、ｉｔびに、準備・運営・発表等にご尽力いただきまし

た全定の副校長会の先生方に心から感謝申し上げます。
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研究の組織とあゆみ

２研究の組織1

５研究活動のあゆみ２



1．研究の組織（全日制）

1．研究組織と会貝Ⅲ

本会では「教頭・副校長の職務」に必要な研究をする

ため、昭和48年に会則を改正した。新たに「細則」を設

け、研修活動に励むことにした。研修活動に関する細則

と内規の抜粋は次の通りである。

東京都立高等学校副校長会細則

（組織）

第１条本会の目的を達成するため次の支部副校長会を

設ける（下記上表)。

第２条各支部は本会の目的を達成するに必要な会則を

設け、各支部ごとに運営する。

第３条本会は事業を行うため次の４部会を設ける。た

だし必要に応じ臨時に各種の部会を設けることができ

る（下記左表)。

第４条部会の組織は常任幹事１名､常任幹事代理1名、

研究幹事１名をおく。

２０校以上ある６つの支部についてはさらに幹事補

佐・常任研究幹事（研究部員）各１名をおく。

第７条会計に一般会計と積立金会計を設ける。一般会

計は本部活動と研究高陥動補助・会員の慶弔・事務所

の維持、その他本会が必要とする費用にあてる。積立

金会計は特定の目的のため積立てる。

会費は年額１人19,000円とし､年２回に分けて徴収す

る。

第８条各地区研究部会は、会則・事業計画・予算およ

び事業報告・決算報告を毎年会長に提出するものとす

る。

（事務職員）

第９条本会の事務所には専任の事務局長および事務局

次長をおくことができる。ただし事務職員の扱いにつ

いては全国高等学校教頭・副校長会の規定による。

第１０条事務職員の事務分掌は次の通りとする。

幹事は会長が委嘱する。部員は各支音隔'１校長会より選

出する。

第５条常任幹事・常任研究幹事・研究幹事は各部会の

連絡調整をはかるとともに総務部員となる。

（会計）

第６条各研究部の活動に要する費用は、地区毎に定額

を支給する。各地区における研究活動に要する費用は

請求により支出する。ただし、幹事会で定める限度額

をこえることはできない。

※関連する内規の字句の変更については事務局に一任す

る。

（慶弔）

第１１条会員の慶弔については東京都立高等学校副校長

会慶弔規定によるほか､各支部副校長会の会則に従う。

－２－

種別 支部副校長会名

学科別 普通科高校副校長会工業科高校副校長会商業科高校副校長会農業科高校副校長会

地区別

東部Ａチーム 東部Ｂチーム 東部Ｃチーム 東部Ｄチーム

中部Ａチーム 中部Ｂチーム 中部Ｃチーム 中部Ｄチーム

西部Ａチーム西部Ｂチーム西部Ｃチーム西部Ｄチーム

部名 活動内容

総務部

Ｌ財務・運営・陳情・渉外・連絡調整

などについて

２会報・名簿などについて

管理運営研究部

Ｌ副校長職としての学校管理などにつ
いて

2.副校長職としての職務内容・身分．

待遇などについて

高校教育研究部

Ｌ高校の教育課程・教育内容などにつ
いて

2.高校における教育対策などについて

生徒指導研究部
1.ｈＩ舌指導・進路指導などについて

2.教科以外の教育活動などについて

職名 事務分掌

事務局長

事務局次長

会長の指示を受け、本会の事務を掌理す

る○

事務局長の指示を受けＭ本会の事務を担

当する。



特別会費8,000円と改正

特別会費10,000円と改正

第１条、第３条、第４条、第６条、

第７条、第８条、第１１条、－部改正

第６条、改正第８条、－部改正

第４条、第５条改正

昭和63年６月９日

平成４年６月23日

平成16年６月15日

（その他）

第12条本細則は昭和48年４月１日より実施する。

附則

昭和50年１０月30日第７条ほか－部改正

昭和53年６月８日特別会費6,000円その他一部改正

昭和56年６月１１日第１条学区支部一部改正（昭和57年

度より実施）

平成１７年６月14日

平成18年６月９日

内 規（申し合わせ）

３．会合の曰について

会合の曰が重複するのを防ぐため、会合の日は次を

原則とする。

第１木曜日各研究部会､特別な委員会などが主催する

会合

第２木曜日本部が主催する会合

第２火曜日地区別支部会が主催する会合
または

第３火曜日学科目'1支部会が主催する会合

4．緊急連絡網について

本会の緊急連絡は次によることを原則とする。各支

部は会員に連絡するための連絡網を設けることができ

る。

1．役員選tU手続きについて

会則第５条に定められた役員の候補者は、次の手続

きにより総務部会、幹事会を経て推薦する。

（１）会長(1)・副会長(2)は年度当初の総務部会で推薦す

る。

（２）常任幹事(１５)は年度当初の各地区副校長会で推薦す

る。

（３）常任幹事代理(１２)・幹事補佐(6)は年度当初の各地

区副校長会で推薦する。

（４）常任研究幹事(6)・研究幹事(１２)は年度当初の各地

区副校長会で推薦する。

（５）会計(2)・会計監査(2)は年度当初の総務部会で推薦

する。

2．部会組織について

細則第３条・第４条による部会組織は次によるもの

とする。

（１）部長(6)・副部長（委員長）（12)は年度当初の部会

で候補三者を推薦する。部長・副部長（委員長）は他

の役員との重任を妨げない。

（２）総務部会会長(1)・副会長(2)・常任幹事(15）・

会計(2)・会計監査(2)・部長(6)の２８名をもって組織

する。ただし、必要な会員・事務局職員を加えるこ

とができる

（３）常任幹事会各地区の常任幹事（１２名）及び会

長・副会長・事務局員で組織する。原則として総務

部会のない９月、１２月、２月に開催する。

(4)地区別支部会（１２の支部の内、年度毎に６支部）

を単位として指定されたテーマを研究し、研究協議

会等で発表・報告する。

（５）委員会細則第３条の活動を行うため、各研究部

会は委員会を設けることを原則とする。委員会は委

員長１名、副委員長1名、委員で構成する。

（６）特別委員会本会が必要とする場合は、別に委員

会を設けることができる。

副会長A一議蝋
副会長B-E職慧
会計A-E薦鱗
会計B-E鵬鶴

会長

5．研究活動費

研究吉|B活動費については、地区を単位として支出す

る。

6．本部役員会、総務部会、常任幹事会、幹事会に参加

する役員（除、研究部役員）には、交通費補助として

実費を支給する。

附則

昭和48年６月７日

昭和50年１０月30日

昭和53年６月８円

昭和56年６月11日

総会で決定

臨時給会１．２を追加

総会で２の一部改正

総会で役員人数を－部改正

－３－



部 会 組織総会で４を追加

総会で５を追加

総会で５の（注）商業科を追加

総会で５の（注）商業科を追加

総会で５の一部と（注）の改正

総会で教頭の文言を副校長に、学区

を地区と改正

総会で２．(3)(4)、５を－部改正

総会で１．２．４を－部改正

総会にて２．(3)を追加

昭和57年６月１０日

昭和60年６月13日

昭和61年６月12日

平成元年６月６曰

平成４年６月23日

平成１６年６月１５日

平成17年６月14日

平成18年６月９Ｈ

平成19年６月８日

部会組織

１．部会組織は、細則第３条・第４条・第５条・内規２

により組織し、幹事会を経て総会で決定

２．総務部28名、研究部208名

平成21年度の研究組織

平成21年度研究部会組織は次の通りである。

全日制会長：玉井篤（竹台）副会長：都築功（雪谷）副会長：守屋誠一（墨田工業）

定通制会長：堀江徹（第四商業）副会長：神津良雄（大森）副会長：渡邊英信（三l蘆）

2．

－４－

部長

委員会

委員長

管理運営研究部会

宮本信之（飛鳥）

第一委員会

(学校管理）

第二委員会

(職務･待遇）

猪又英夫

内田圭

小牟礼和人

中神孝典

高校教育研究部会

久下尚男（田柄）

仁井田孝春（葛飾総合）

第一委員会

(教育課程）

第二委員会

(教育対策）

彦
庄
和

、
氷
藤

神
佐 山本正

青木モト子

生徒指導研究部会

鈴木春子（蒲

室岡誠一（墨

山）

田)||）

第一委員会

(生活指導）

第二委員会

(教科外i舌動）

平野篤士

三保和彦

室岡誠

伊東龍司

合

計

地
区
別
部
員
数

東部Ａ

東部Ｂ

東部Ｃ

東部，

中部Ａ

中部Ｂ

中部Ｃ

中部，

西部Ａ

西部Ｂ

西部Ｃ

西部，

１６名

21名

25名

9名

１９名

１０名

１４名

27名

21名

11名

22名

１３名

１４名

21名

１１名

22名

１６名

25名

9名

１９名

１０名

２７名

１３名

21名

小計 71名 70名 67名 208名

合計 208名 208名

定通制 東部地区委員会･中部地区委員会･西部地区委員会 88名

部会名 人数 委員人数

総務部会 2８

管理運営研究部会 7１
第

第

(37名）学校管理

(34名）職務・待遇

高校教育研究部会 7０
第

第

(29名）教育課程

(41名）教育対策

生徒指導研究部会 6７
第

第

(32名）生活指導

(35名）教科外活動

合計 208



など、研究活動につとめてきた。その当時の研究は主に

「教頭職」に関する研究が主流をなしていた。

その後、教頭会の組織が強化され、幅広い研究活動と

なり、現在にいたっている。

研究集録の最近１２年間のあゆみをまとめると､下表の

通りである。

２研究活動のあゆみ

(最近１２年間）

本会では、昭和48年に会則を改正､規則・内規を設け

るなどし、研究組織を発足させた。

当初の教頭は身分が不安定（教諭のあて職）のため、

活動がしにくい時代であったが「研究集録」を発行する

－５－

平成 頁 研究題目

９年

第24号
5４

Ｌ学校における危機管理…………管理研１

２教頭の職務

社会の変化に対応する教頭の職務‐その２ ●●●●●●●●●●●● 管理研２

3．現行教育課程の課題とその改善策に関する研究…………高校研１

4．学校防災マニュアル「教職員編」

5．豊かな心を持ち、たくましく生きる人間の育成と

●●●●●●●●●●●● 高校研２

ホームルーム活動との関連…………生徒研1

6．学校週５曰制における

音１１活動の実態と生徒の意識調査…………生徒研２

※
※
※

1０年

第25号
5６

ｌ学校における危機管理

２教頭の職務

●●●●●●●●●●●● 管理研１

研修及び教員組織の活』性化について－…………管理研２

3．教育課程を通した高校改革の推進について…………高校研1

４学校防災マニュアル…………高校研２

5． 学校不適応生徒に対する校内指導体制

指導体制と教頭のかかわり－……･…・・生徒研]

6．生徒指導の体制と実態…………生徒研２

※
※
※

11年

第26号
4９

Ｌ開かれた学校づくり…………管理研1

2．教頭の職務

研修及び教員組織の活性化について－…………管理研２

3．新しい教育課程づくりに向けた教頭の役害Ｉ

4．情報教育と教頭の役割

5．問題事例の分析と|坊''二策について

6．

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

高校研１

高校研２

教頭の役割と対応の実際一…………生徒研1

生徒指導の体制と実態

保護者との連携を深める生徒指導 ●●●●●●●●●●●● 生徒研２

※
※
※



－６－

平成 頁 研究題曰

1２年

第27号
4８

１．開かれた学校づくり…………管理研1

学校組織の活性化を図る管理運営上の方策

2．教頭の職務…………管理研２

開かれた学１校運営

3．新しい教育課程づくりに向けた教頭の役割…………高校研１

総合的な学習の時間について

4．新教材「情報」教育と教頭の役割…………高校研２

５．高校生の健全育成と地域との関わり…………生徒研１

教頭の関わり方の実際について

6．実態調査から見たホームルーム…………生徒研２

－運営と保護者の関わり

※
※

1３年

第28号
4９

Ｌ開かれた学校づくり

学校運営連絡協議会の運営について

2．教頭の職務

|青報管理および人事考課について

3．学校週５曰制並びに新学習指導要領の実施に

●●●●●●◆●●●●●

●●●●●●●●●●●●

管理研１

管理研２

向けた教育課程編成上の対応について…………高校研１

4．学校外における学修の単位認定

新しい学習の場の拡大を求めて

●●●●●●●●●●●● 高校研２

5．スクールカウンセラー配置校を巡る事例研究…………生徒研1

6．保護者との連携における生徒指導の可能性 ●●●●●●●●●●●● 生徒研２

※
※
※

1４年

第29号
4９

1．企画調整会議と主任の活用

2．教頭の職務

人材育成について

3．学校週５曰制並びに新学習指導要領の実施に

向けた対応について

●●●、●●●●●●●●

●●●、●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

管理研ｌ

管理研２

高校研１

4．学校外学習の単位認定…………高校研２

新しい学習の場の拡大を求めて

5．スクールカウンセラーからみた学校現場…………生徒研1

スクールカウンセラー導入校における事例調査１

6．教員のカウンセリングマインド育成について

学校教育相談研修を生かす上での教頭の役割

●●●●●●●●●●●● 生徒研２

※
※
※

1５年

第30号
4４

1．学校〕運営連絡協議会の学校評価を活用した..………・管理研１

学校経営のあり方

2．主幹制による学校運営の改善について…………管理研２

３．中堅校の教育課程における特色づくり…………高校研１

４．在り方生き方にせまる進路指導…………高校研２

5．カウンセリングマインドの浸透における

カウンセラーと教頭の役害Ｉ

●●●●●●●●● 生徒研１．２

※
※

※



－７－

平成 頁 研究題目

1６年

第31号
3４

Ｌ

2．

主幹制度の学校運営への活用

主幹制度導入1年目の課題

副校長の職務

副校長の職務の実態と能率化の工夫について

3．二学期制での学校運営

４

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

二学期制の導入と特長を生かした教育課程の工夫について

予防的生徒指導

－都立高校におけるボランティア活動

●●●●●●●●●●●●

管理研１

管理研２

高校研

生徒研

※
※
※

1７年

第32号
3４

Ｌ主幹制度３年目の現状と課題…………管理研１

主幹異動と主幹研修について

２副校長の職務…………管理研２

副校長の職務の実態と能率化の工夫について

３．束京都設定教科、科目「奉仕」の必修化に向けた

副校長の役割について

４学校・地域保健連携推進事業について

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

高校研

生徒研

※

1８年

第33号
6６

Ｌ学校経営の適正化…………管理研１

分掌と委員会の現状と課題

２副校長の職務…………管理研２

西部学校経営支援センター内各校の実態

3．特色ある教育課程の創造と弾力的運用について…………高校研１

４特色ある高校つくり
●●●●●●●●●●●● 高校研２

5．組織的な取り組みによる成果と課題…………生徒研1

生活指導実践例

6．生徒の活動を通した異校種や地域との連携と…………生徒研２

副校長の役害リ

7．主幹の育成

1年間のタイムテーブルに即して

8．三修制の実施をめぐって

一三修制の取り組み状況とその課題

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

定時制第２委員会

定時制第４委員会

※

1９年

第34号
4８

ｌ企画調整会議の現状と課題…………管理研1

2．経営企画室との連携及び経営支援センター

との連携…………管理研２

３奉仕体験活動の実践と副校長の役割…………高校研1

４選ばれる学校を目指して…………高校研２

５専門医（精神科）との連携事業と副校長の役害'１…………生徒研１

6．地域・保護者と連携した教育活動の実践と

副校長の役害Ｉ

7．学校における事故防止の取り組み

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

生徒研２

定時制中部

※



※は全国大会で発表したもの
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－８－

平成 頁 研究題目

2０年

第35号
5３

Ｌ主幹制度５年目を迎えて

－５年目総括一…………管理研１

2．主幹教諭によるＴＡＩＭＳ端末等の活用の

現状と課題…………管理研２

3．奉仕体駒舌動の実践と副校長の１階Ｉ…………高校研1

4．魅力ある学校づくり…………高校研２

５．東部Ｄチームにおけるキャリア教育実践事例の紹介…………生徒研1

6．「小中高夢のかけ橋推進事業」に

果たす副校長の役割…………生徒研２

7．学校経営計画の策定と運用に関する実態調査 ●●●●●●●●●●●● 定時制中部

※



Ⅱ

管理運営研究部 会

中部Ａ地区（管理運営）

1．教員の資質向上と校内研修の取り組み状況….．………１０

猪又英夫（調布北高等学校）

中部Ｃ地区（職務・待遇）

２．都立学校におけるＯＪＴの導入状況について…．.……・ｌ５

宮本信之（飛鳥高等学校）



｢教員の資質向上と校内研修の取り組み状況」
中部Ａ地区副校長会

管理運営研究部第１委員会

提案者猪又英夫（都立調布北高等学校）

Ｉはじめに

現在の都立高校には、授業力の向上、個人|吉

報の管理、特別支援教育の充実など多くの課題

がある。これらの課題解決には、「教員の資質

の向上」を図ることが必要不可欠である。その

方策としては「校内研修会」の活用が有効であ

る。都立高等学校中部Ａ地区副校長会では校内

研修の現状とその事例を５１校の副校長からア

ンケート調査を行い、分析してまとめた。

また、副校長の役割・留意点なども調査した。

本委員会では、このアンケート調査や自由意

見をもとに、学校の課題解決及び改善の方策を

示すこととした。
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Ⅱ「教員の資質向上」について
副fll古１％

「最も力を入れたい項目」（３１校)としては、

授業力の向上（８１％）が最も多く、生徒指導

力の向上、服務の厳正もあげられている。「主

な対象者」（４１校)は、若手教員（３７％）、中

堅教諭（３４％）と中堅までの教員への期待が

多い．

「現場の課題発見方法」（５１校)では、授業観

察（３９％）、教員との面談（２０％）、生徒

の授業評価（１８％）など現在の施策が有効で

あり、「現在の課題」（３３校)は、職員の意識の

向上（４８％）、校内の組織体制（２４％）で

あった。
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「有効な方法」（４３校)としては、相互の授業

研究（４９％）が最も多く、ＯＪＴ（１６％）

人事考課制度（１４％）、研修センターの研修

民間等の研修も有効な方法としてあがってい

た。

自由意見には、若手は授業力向上、中堅は保

護者対応力、ベテランは服務、主幹は学校運営

力を重点的に|可上させることや、各センターを

中心に学校間で教科ごとに相互の授業研究を実

施するなどの提案があった。
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５％）であり「テーマの選定」（３４校)は研修担

当者（４４％）、企画調整会議（２６％）と計

画的・組織的に実施されていない学校が多い。

翫震の意爾同上｜(、ため現迂(ﾉ):果題1３
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Ⅲ「校内研修」について

「研修の立案者」（３１校)は、副校長・教務主

任（各３１％）、主幹教諭（１７％）である。

「研修形態」（３６校)ではテーマ別研修会（５

０％）、授業研究・協議（３１％）で、「研修

の講師・指導者」は管理職、指導主事、フリー

トーキングと研修形態などで違いが見られた。

Ｊ〕戸につﾌﾆ正平、｡

「運営組織」（２６校)では、教務部（４６％）、

研修委員会（７％）である。「年間の実施回数」

は５回以上（４８％）、３回（２０％）と学校

による差が大きい。

「テーマの設定」（４８校）としては、授業力向

上（４４％）、進路指導（２３％）、服務（２

１％）、カウンセリング（１０％）である。
1+Ｈｌ２
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「実施上の重要要件」（３８校)は、適切なテーマ

（４５％）、時間確保（２９％）である。

「校内研修の成果として期待すること」（３２

校)は、教職員の意識の変化（６６％）、生徒指

導力の向上（１７％）で、課題としては、教職

員の意識の高揚（５０％）、時間確保（４４％）

であった。

ｺﾞﾛ＝

また、「実施計画時期」（２８校)は実施時期毎（７

－１１－



Ⅳ副校長の役害Ｉと留意点について

「役割」としては、組織作り、教員の意識改

革可研修担当の育成・立案などほとんど差はな

かった。
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「教員の資質向上の留意点」（４９校)では、コミ

ュニケーション（３２％）、課題に正対させる

（２４％）、教職員の観察（１８％）、情報収

集（１８％）である。
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また、「副校長の自己研鐺」（４３校)では、Ｏ

ＪＴでの実務能力の向上（３３％）、情報交換

（２８％）、文献等の自己研修（１９％）など

があがった。

「支援センターからどんな支援を得たいか」

(２８校)は、資料提供（４６％）、講師派遣（３

６％）であった。

蛮向ｒＵ）了一価
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２．３年次の授業研究を中心に授業力向上研

修としている学校も多数ある。生活指導・特別

支援教育・カウンセリングなども多くの学校で

取り上げられている。自由意見には、実情にあ

った研修テーマの設定、自発的に研修に取り組

む状況を作る必要性などがあった。

－１２－



Ｖ終わりに

校内研修は、教職員の意識の向上には有効で

あるが、適切なテーマ設定、時間の確保などが

課題であり、組織的・計画的に推進していく必

要がある。また、副校長連絡会などで各高校の

課題やその充実の方策事例などの情報交換を密

にし､校内研修に向けた体制作りが重要である。

最後に、アンケートに協力いただいた副校長

の皆様に、感謝の意を表します。

中学校の授業を見学する本校教員

平成２１年５月

平成２１年５月

・本校全教員が世田谷区立深沢中学校を

訪問し、授業見学と教科別研究協議会

及び発表会を実施

・教科別研究協議後、各教科からの発表

があり全教科の'情報を共有すること

ができた。

平成２０．２１年８月

・本校教員４名が世田谷区立深沢中学校

を訪問し、中学３年生に計８時間の高校

授業を実施

（２）成果

中学校と高校での授業の目標や内容等の

違いについて理解が深まり、高校での授業

力の向上に役京った゜次年度以降を見通し

た両校の協力体制の確立と組織づくりを

今後も継続していく。

事例

都立桜町高等学校における授業力向上研修と

生徒の進路実現に向けた研修

「平成２０．２１年度の中高大連携を通して」

１はじめに

教員の資質向上を曰指した研修のうち、本

校で実施しているＯＪＴの一部で、管理職が

主幹教諭を中心に据えて学校経営を実施して

いる－つの事例である。

中高連携事業（世田谷区立深沢中学校との

連携）

(1)実施状況

平成２０．２１年４月

①本校校長･副校長と世田谷区rz深沢中

学校長･副校長による当該年度の学校

経営計画を中心とした管理職会議を

実施

②本校主幹教諭と世田谷区立深沢中学

校主幹教諭による当該年度の教育課

程や年間授業計同等学校運営に関す

る主幹会議を実施

平成２０年５月・平成２１年４月

両校の校長・副校長・主幹教諭による

合同会議を実施

平成２０年６月

・世田谷区立深沢中学校教員が本校に来

校し、授業見学と教科別の研究協議会

を実施

・研究協議会では、授業をもとにした生

徒実態や各学校の現状報告と中高連携

等の意見交換を行い、有意義な研究協

議が行われた。

２

３高大連携事業（桜美林大学との連携）

（１）実施状況

平成２１年３月

・桜美林大学教員が本校に来校し、大学

教育の現状を講演。その後、意見交流

会を実施

・入学前教育として高大接続学習や大学

の基盤教育など教育の接続と継続につ

いて意見交流ができた。

（２）成果

大学の教育研究改善、国際社会における

動向、某轤教育を基点とする高大連携や、

大学が高校に要求する「基礎学力（英・数・

国は高校教育の基礎科目）」など、今後の

生徒指導に生かせる合同研修ができた。
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桜町高校の授業見学後、深沢中

学校教員と教科別研究協議会

平成２０年６月

織鐇
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theJobMnmg)の導入状況について｢都立学校におけるＯＪＴ(oロ
中部Ｃ地区副校長会

管理研究部第２委員会

提案者宮本信之（都立飛鳥高等学校）

なった。２００４年頃には自立型キヤリアアップが

叫ばれ、「個」が強調され、脱OJT、新しい企

業内教育が模索される時代となった。現在の企

業では、さらに経済環境が厳しい中、自らの人

生を自らの力で切り拓いていく人材を求め､｢企

業が求め、必要とする人材」を育成する企業内

教育を模索し、上司も部下もより一層「自己啓

発」の比重が高まりつつある。

※出典：「ＯＪＴの実際」（第２版)寺澤弘忠著

日経文庫（日本経済新聞社・２００５年）

Ｉはじめに

平成２０年１０月策定された東京都教員人材

育成基本方針の中で、東京都として求められる

教師像が示され、人材育成についての課題が明

確になり、経験や職層に応じて教員が身に付け

るべき力が示された｡そこには､教職員の育成方

法としてOJTガイドライン策定が掲げられ、校

長・副校長の人材育成における責務も明確に示

された。OJTガイドラインはこのような背景か

ら同時期に策定され、OJTの必要性、実効性が

説かれ、基本的な方法が示された。OJT（Onthe

JobTraining）が学校現場での人材育成である

以上、その成否は校長・副校長に懸かるところ

が大きい｡そこで､本年４月に本格実施されたば

かりではあるが､各校の実態と導入時の課題を

明確にし､OJTの有効な導入に資するため､今年

度の本研究会のテーマとして取り上げることと

した。

さて､平成２１年度から実施された都立学校の

人材育成ではOJTの効用と重要性をあげ、課題

解決の一つの方法として重視している。学校現

場を預かる管理職として今回の人材育成方針導

入時における現状を調査し、OJTをはじめとす

る人材育成策が、各学校の課題解決のための有

効策となっているかを明確にし、今後の取組の

方向性を示していきたいと思う。

研究目的：現状での問題点課題を探り、共有

することでOJTの効果的導入について考える土

台とする。

Ⅱアンケート回答と解析

平成２１年４月～５月に都立学校副校長に対

して以下のアンケートを実施した。１０３校か

らの回答を集計した。（全定別、特別支援、開

設準備室含む）

設問１ＯＪＴの概要についての理解

ここでOJTの基本的な考え方と歴史について

再確認しておく。日本の民間企業におけるOJT

は1970年頃までは管理者に対する定型集合教

育研修を代表とする職場教育の一環として発展

した。さらに’985年頃にはPDCＡサイクルを基

本としたフォーマットの活用が提唱され、ＯＪＴ

が形式化、形骸化したが、この時期にOJTが人

材育成の基本形（off-JT、自己啓発）の一つと

して、その必要性、重要性が叫ばれ、盛んにマ

ニュアルや手引書が作成された。1995年頃ま

で、いわゆるバブル期（供給過剰社会）の「消

費者指向」「全社的品質管理活動」の時代には

「日常業務遂行過程でのOJT」が叫ばれ、体験

談や事例研究を通しての実践的なOJTが提唱さ

れ、OJT再構築の時代となった。育成項目も個

人の能力開発にとどまらず、組織の抱える諸問

題にも目を向け上司も部下もともに学ぶ時代と

４その他

（D１ｂ

鱗１概ね理解している

穆旦理解度に差がある

。
』
。
‐
．
‐
．
：
。
△
。
。
。
：
▲

‐
‐
。
ｌ
Ｓ
Ｄ
０
－
。
Ｄ
Ｑ
Ｌ
ｒ
ｐ 灘３またあまり理解さ

れていない

噸４その他

設問１では、OJTの概要についての理解を尋ね

た。自己申告書作成時､面接時に職員からOJTへ

の質問が絶えず、導入時とはいえ、OJTの理解
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について教職員へ浸透しているとは言い難い。

管理職として課題解決、人材育成の方法として

OJTの役割を捉え直し、教員の意識を改革する

ことが今後の課題といえる。主幹教諭、主任教

諭の一部はOJTの意義・役割を積極的に捉え、

理解しおり、各学校におけるOJTの定着に向け

た突破口として重要な人材となりうる存在であ

る。

設問２OJTの重要性に対する理解

鍵１完成している

鰯Ｅ概ねできている

騨巳やや不足している

灘４かなり不足してい

る

設問５０JＴ推進の担当者

１
任

４
主
論
調

副校長

主幹教諭

主任教諭

教諭

未定

：‘￣）

！こ〕
b

１
ワ
〕
３
４
－
５

鰯
露
織
鑑
灘

設問２ではOJTの重要性に対する理解について

尋ねた。教員によって差がある現状が設問１と

同様に現れているが、OJTの重要性への理解が

より低いことは問題である。副校長による啓発

活動が今後も継続的に必要であり、OJTの効果

的事例を現場で示すことが重要である。

設問３OJTの方法への理解

OJTの推進役は副校長であるが、主幹教諭、主

任教諭を活用することも効果的である。

設問６個々の教員に指導担当をきめているか

鱒１概ね理解している

灘２理解度に差かある

瀞３まだあまり理解さ

れていない

瞳４その他

設問７個々の教員に課題を与えているか

「OJTを実施する方法はどのようなものか」

となるとさらに理解が進んでいない。新たな手

法の導入というより、今まで行われている先輩

教員から後輩教員への技能伝達がOJTであるこ

とを示すことが理解に繋がると考える。

設問４OJTを進める校内体制

校内体制は各校の努力により整いつつあり、

さらにOJTを進める校内体制の構築が必要であ

る。
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個々の教員にOJTの担当を決め、課題を与えて

いく方法はガイドライン等にも示されている。

OJTは、日常の業務を通して行うが、特別の時

間を設定し、担当とのペアリングやコミュニケ
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不足、重要性の認識不足である。業務を精選し

て日常業務の中からOJTとして有効な業務を意

識させることや職場内にノウハウを蓄積するこ

と、重要性を意識させる課題やOJTの成果を示

すことが必要になる。また、以前に比べて後輩

教育を育成する職場の雰囲気が衰退してきてい

る点もあるが、主幹教諭や主任教諭の有効な活

用で活力ある職場の復活を目指していかなくて

はならない。

○設問１１ではOJT実施上の各校の工夫につい

て聞いた。

．主幹教諭、主任教諭、分掌主任等の職や教

科主任等の各職務を活用した運営

・初任者研修、２．３年次授業研究等の活用

・研修委員会、部会、教科会、主幹会議等の

組織活用

・担任副担任、授業のＴＴ等

、既存の組織や仕組みを活用した工夫が多か

ったが

、１人ｌ目標、マンツーマン、グループ作り

等の新たな工夫も出てきている。

○設問１２ではOJTに期待する効果について聞

いた。

・教員の資質向上が最も多いが、その内容と

して授業力、学校経営参画意識､生徒理解、

学校運営〃、組織貢献力があげられる。

・学校の組織改善とその結果の教育力向上

・教員間のコミュニケーション促進、協働、

意識改革

・若手教員、指導者双方の成長等

期待される効果は多岐にわたり、その期待も

大きいことがわかる。

一ションを図ることで、効果を上げることがで

きる。一方OJT特有の実施方法開発の必要性を

認識している学校は多い。

設問８OJTの担当組織

rwM……

４委員会

（新規）

７１１０

汁

ｌ(1ｌｂ３１)心

担当分掌は教務部が多い。その他の多くは未

定であるが、研修委員会（部）等の回答が見ら

れた。

設問ｇＯＪＴの内容

４

,。

自己申告書を通してOJTを行う場合、教科指

導力を向上させることが最も多いが、学校運営

に対して組織的に関わっていくことの重要性を

認識させていくことが必要である。外部との連

絡や調整については副校長とのペアリングで対

応するなど学校の組織体制の確立が必要な分野

である。

設問１０実施上の課題（複数回答） Ⅲ終わりに

民間企業でのOJTの発展を見ていくと、我々

が取り組むべきOJTも単に「学校教育に必要な

知識・技能・態度の習得・伝承」にとどまらず、

ガイドラインに新たに示された「外部との連

携・折衝力」「学校運営・組織貢献力」を育成

するものでなければならない。これらの能力は

単に学校が求める力というだけでなく個人とし

て社会人として求められる力であり、学校にお

けるOJTの目的を「各教員の能力を高め」「教

員として自己啓発を促し」その結果として「学

ソ）壱医

４
エ
シ

１７'1(，

OJTを実施する上で、副校長が挙げている課

題で特に多いのは、教職員の多忙感、ノウハウ
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校組織の目標に貢献し」「社会人としての教員

個人の自立・成長を図っていく」ととらえてい

くことが重要である。

今回の調査は導入時の現状把握にとどまって

おり、解決に向けての改善策までは示すことが

できなかった。今後、本研究会が引き続きＯＪＴ

の在り方や有効な事例を検討し、各校の工夫や

実践等を共有することで都立学校全体のOJTを

はじめとする人材育成制度が有効に機能するよ

う働きかけたい。本研究会としても引き続き調

査を継続していく。今回の調査等における各校

のご協力に感謝します。

研究協力者

管理運営研究部会第２委員会

八百板真弓（文京高校）

林秀吉（北園高校）

山田温（高島高校）

部長宮本信之（飛鳥高校）

副部長中神孝典（赤羽商業Ｆ

磯上辰雄（北豊島工夛

高橋雅信（板橋有徳Ｐ

靜野哲也（板橋高校）

岡崎俊彦（大山高校）

第２委員会

（文京高校）

（北園高校）

（高島高校）

（飛鳥高校）

（赤羽商業高校）

（北豊島工業高校）

（板橋有徳高校）

饗■蝋iiijiIiliiilliilillllllM11llllllIllIillll1l1iiIl
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西部Ａ地区（教育課程）

３．新学習指導要領実施における、各校の取り組み状況と

その課題･・・・..…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..・・・２０

佐藤和彦（野津田高等学校）

古川直浩（若葉総合高等学校）

鴎
Ⅵ
．
”
岸

東部Ａ地区（教育対策）

４．主任教諭制度の導入による学校運営の改善・・・・…・・・・・・・２３

仁井田孝春（葛飾総合高等学校）



｢新学習指導要領実施における、各校の取組状況とその課題」
西部Ａ地区副校長会

高校教育研究部第１委員会

和彦（都立野津田高等学校）

直浩（都立若葉総合高等学校）

提案者佐藤

古川

Ｉ研究のねらいと方法 す方策について、各校において既に計画が

進められているか。

(3)現行の教育課程から新教育課程への移行

についてどのような工夫が考えられるか。

(4)新教育課程編成の主体となる組織は、ど

こになるか。また、編成の決定についての

組織的な流れはどうか。

平成２０年１月の中央教育審議会の答申では、

現行の学習指導要領がその理念を十分に具現化

できなかった要因として、次の５つの課題をあ

げている。

第一は、「牛きる力」の必要性や内容に関し

て、学校や保護者等の間で、十分な共通理解が

なされていないこと。第二は、生徒の自主性を

尊重する余り、教師に指導を祷踏する状況があ

ること。第三は、各教科と新たに創設した「総

合的な学習の時間」との間で、思考力・判断力・

表現力等を育成するための連携や役割分担が十

分に図れていないこと。第四に、基礎的・基本

的な知識・技能の習得と活用のためには、現在

の授業時間は十分ではないこと。そして、第五

に、生徒の心身の育成に関して、社会の変化の

中で家庭や地域の教育力が低下したことへの対

応が十分でないことである。

西部Ａチームでは､新学習指導要領を踏まえ、

各学校で編成する新教育課程において、これら

の課題が、どのように解消されるのか、その在

り方について研究を進めた。なお、研究の方法

は、西部Ａチーム各校の現状と課題の把握と、

都立高等学校へのアンケート調査結果の分析に

よるものとした。

ｌ普通科進学校の取組①（Ａ高等学校）

（１）新学習指導要領については、まだ個人的

な研究の段階であり、今後教育課程検討委

員会を開催して協議するとともに、各教科

で検討していく予定である。管理職サイド

でもまだ細かい点については十分に認識

しておらず、研究は今後のことになる。

（２）なにより、今回の改訂では理科の「理科

総合」がなくなり、「生物」「化学」「物

理」「地学」がそのまま学習できるように

なったが、今後「基礎」と銘打った科目の

内容について、大学入試センター試験との

関係、大学入試での利用について研究して

行く必要がある。

一方で、現行同様「理科総合」の代わり

に「科学と人間生活」を採用し、「生物」

「化学」「物理」「地学」の－科目以上と

合わせて必履修としていく方法もある。そ

うなると特筆すべきことではなく、従来と

変わりなしということになる。

また、総合的な学習の時間について、特

に必要がある場合２単位とすることが可

能となり、その方向も含めて考えていくこ

とになるかと思う。

（３）英語は｢コミュニケーション英語１，m

m」「英語表現Ｉ，Ⅱ」「英語会話」とな

り、より一層の４技能の統合と言語活動の

充実が必要である。

（４）本校では、教育課程検討委員会で、今後

長い時間をかけて検討していくことにな

る。

Ⅱ新学習指導要領移行に向けての､各

校の現状と課題について

各校の現状と課題については、以下の(1)～(4)

の観点から現状を把握し、その考察を行った。

(1)告示以来、新学習指導要領の内容の骨子

が教職員に十分に伝わっているか。また、

新学習指導要領の内容をどのように教員に

説明してきたか。

(2)今回の新学習指導要領の改訂の核心は何

か。その特徴を自校の教育課程編成に生か

－２０－



２普通科進学校の取組②（Ｂ高等学校）

（１）２月の職員会議で、「改訂のポイント」

と「実施スケジュールの概要」のプリント

を配布し、副校長がポイントを説明した。

教職員には大まかな部分は伝わっている。

しかし、それ以降、具体的な検討や協議は

行っていない。

（２）「外国語教育の充実」が大きな変化。ま

だ具体的には取り組んでいないが、コミュ

ニケーション能力育成、教員の授業刀向上、

大学入試予想・分析等、そしてそれに伴う

教育課程編成が大きな検討事項になって

いくであろう。

（３）大学入試の動向などから、選択科目の設

定を検討していく．また総合的な学習の時

間を減単位し、主要科目を増単位すること

は考えられる。

（４）教育課程編成の主体は､教育課程委員会。

決定の流れは、（教科代表者会）→教育課程

委員会→教務部→企画調整会議→校長。

差が著しく、「基礎的・基本的な知識・技

能の習得」が確実にできる教育課程の編成

を検討する。また、伝統のある学校行事等

の特別活動を充実させ、「道徳教育、伝統

や文化に関する教育の充実」に結び付けた

い。

（３）減単位が可能となった「総合的な学習の

時間」の扱いについて、検討中である。そ

して、「基礎的・基本的な知識・技能の習

得」のために特定教科の単位数の増加を検

討していくつもりである。

（４）学校全体としては、教育課程委員会が中

心となって検討し、進めていくが、並行し

て主幹会議において学校の将来像を見据

えながら検討していく。

５専門学科等の取組①（Ｅ高等学校）

（１）本校においては、多種多様な選択科目を

設置しており、生徒の様々な進路に対応可

能である。必履修科目以外の科目において

は、非常に多くの学校設定科目を設置し、

生徒の進路に応じてモチベーションが高

まるように構築されている。今回の学習指

導要領の改訂については、その骨子を文科

省のＨＰ等から引用し、大枠の周知までは

終了している。既に本校の教員の中から、

特に理数科の配置等が課題となってくる

だろうとの話題も出ている。

（２）今回の改訂においては「知識・技能の習

得と思考力・判断力・表現力等の育成のバ

ランスを重視」が鴨り込まれたこと、「言

語活動の充実」に加えて「理数教育の充実」、

「週時数の３０時間超を明確化」などから

学力向上にシフトしたことが注目される。

本校では、理科３科目必履修化がカリキュ

ラム上の自由度に影響を与えることが考

えられ、今後の課題である。

（３）今回の改訂で、週時数の弾力化について

は、補習・講習的な授業を年間配置するこ

とが考えられるし、また、必履修科目の単位

数により弾力性が出てきたことは、生徒の多

様な進路に合わせて活用できると考える。

３普通科中堅校の取組①（Ｃ高等学校）

（１）教育課程委員会で周知し各教科で検討す

る形で昨年度まで進めてきた。おおむね新学

習指導要領の内容は教職員に周知している。

（２）理科の必履修の変更を新教育課程に生か

す方針で検討を進めている。物理、化学、

生物の基礎を３科目履修させる方向で進

めている。

（３）来年度にカリキュラム変更があるので新

カリキュラムを念頭に置いた変更を進め

ている。また、授業時数を１，２年は週３

２時間で実施を検討している。

（４）教育課程委員会が主体となり進めている。

４普通科中堅校の取紹.②（Ｄ高等学校）

（１）指導部から２１年３月に出た「高等学校

学習指導要領改訂に関する資料」を各教科

で回覧したが、新学習指導要領については、

各教科内での話題にとどまっている。全体

として、校内研修等での説明会は行ってい

ないので、教員の認知度にはかなりの温度

差があると思われる。今後、校内研修の必

要を感じている。

（２）入学段階から生徒の学習の習熟の程度の

６専門学科等の取組②（Ｆ高等学校）

（１）新学習指導要領の内容については、２０

－２１－



必履修科目の減単位、ｋ必履修科目の変更、ｌ

「総合的な学習の時間」の減単位、ｍ週当たり

の授業時数の増加、ｎ１０分程度の短い授業時

間、○「総合的な学習の時間」での行事代替、

ｐ義務教育の学習内容の定着、ｑ道徳教育の展

開、ｒ言語活動の充実、ｓ見通しと振り返りの

学習、ｔ特別支援教育の推進、ｕ部活動の推進、

ｖ「理科」の先行実施、ｗ「数学」の先行実施、

ｘ単位認定の弾力化(都教委施策)などである。

さらに、告示後の今年度から、移行の前年に

あたる平成２４年度が､それぞれく情報収集＞、

＜具体的検討＞、＜編成完成＞のどの段階に当

たるのか、新教育課程の編成の行程表（ロード

マップ）についても分析を進めたい。

年度中の企画調整会議や職員会議で校長から

説明を行ったが、十分な時間が取れず、内容

の骨子は、残念ながら教職員には十分に伝わ

っていないのが現状である。ただし、告示後

にマスコミ報道された、「理数教科の先行実

施」や「英語におけるオールイングリッシュ

での授業」など、印象深い点に関しては、多

くの教職員に浸透している。

（２）新学習指導要領の核心部分を強いてあげ

るならば、「共通』性」という認識に基づき、

整理された「必履修科目」がある。しかし、

その特徴が本校の教育課程の編成を劇的に変

化させるかというと疑問である。

（３）何よりもソフトランディング(激変緩和）

が望ましいと考える。そのため、現行の教育

課程の課題解消を兼ねながら、新教育課程を編

成する工夫を見いだしていきたい。

（４）新教育課程編成の主体となる組織は、カ

リキュラム検討委員会である。ただし、教科

レベルを超えた学校全体を見渡した協議は難

しいという側面もあり、カリキュラム検討委

員会の中に、作業部会（ワーキンググループ）

を設け、編成にかかわる方向性を決定してい

きたいと考える。

Ⅳおわりに

前述の中央教育審議会答申によると、今回の

改訂で充実すべき重要事項として以下の６点を

あげている。

第一、各教科等における言語活動の充実

第二、科学技術の土台である理数教育の充実

第三、伝統や文化に関する教育の充実

第四、道徳教育の充実

第五、体験活動の充実

第六、小学校段階における外国語活動

Ⅲアンケートの調査項目等について

今回のアンケートの調杳項目は以下のとおり

である。

(1)総則第１款（教育課程編成の一般方針）に

関すること。(2)総則第３款（各教科・科目の履

修等）に関すること。(3)総則第４款（各教科・

科目、総合的な学習の時間及び特別活動の授業

時数等）に関すること。(4)総則第５款（教育課

程の編成・実施に当たって配慮すべき事項）に

関すること。(5)学校教育法施行規則等に関する

こと。以上５つの分野に関して、現行と異なる

項目を抽出し、それぞれ新教育課程において「活

用を検討」しているかどうか等を問うものである。

なお、現行と異なる項目とは、ａ基礎的・基

本的な知識・技能の活用、ｂ言語活動の充実、

ｃ家庭との連携と生徒の学習習慣の確立、ｄ伝

統と文化の尊重、ｅ公共の精神の尊重、ｆ国際

社会の発展と環境の保全、ｇ自他の生命の尊重、

ｈ食育の推進、ｉ安全に関する指導の実施、』

これらの事項が、各学校の教育課程にどのよ

うに反映されているのかについても、明らかに

できれば幸いである。

最後に、本研究を進める上で、貴重なご意見

やデータをお寄せいただいた、都立高等学校の

副校長先生方ほかの関係各位に、心より感謝申

し上げる。

〔研究協力者〕

岩坪光吉（町田高等学校）

石井哲也（町田高等学校）

竹内重雄（成瀬高等学校）

北澤道」夫（小川高等学校）

田中一彦（山崎高等学校）

清水昭弘（町田工業高等学校）

笹沼正美（永山高等学校）

若林直司（町田地区総合学科高等学校）

－２２－



｢主任教諭制度の導入による学校運営の改善」
東部Ａ地区副校長会

高校教育研究部第２委員会

提案者仁井田孝春（都rZ葛飾総合高等学校）

Ⅱ調査・研究方法Ｉはじめに

都立高校が保護者・地域・社会の様々な期待

に応え、学校全体の教育力をさらに高めていく

ために、校長・副校長を含め教員が相互に助け

合い、学校の組織的課題解決能力を一層向上さ

せていくことが求められている。また、校内に

おけるコミュニケーションが十分に取られて、

相互に支え合い、高め合う環境の中で､意図的・

計画的な人材育成が行われる体制を整備するこ

とも急務である。

社会状況や子供たちの変化等を背景として、

学力向上、健全育成、地域との連携、保護者等

のニーズへの積極的対応など学校教育の課題は

一層多様化・深刻化している。このような課題

に対して、学校が教職員一丸となって取り組ま

なくては、解決していくことは困難である。

こうした現状を踏まえ、東京都教育委員会で

は、平成２１年度より新たな職、「主任教諭」制

度を導入した。これは、学校経営方針の教職員

への浸透と具体化を図るだけでなく、現場の情

報、教職員の意見やアイデアを吸い上げて学校

経営に活かしていくなど、学校組織内の双方向

的なコミュニケーションをさらに活性化してい

くことがねらいである。また、校務分掌などに

おける学校運営上の重要な役割の担当、指導・

驍督層である主幹教諭の補佐、同僚や若手教員

への助言・支援などの指導的役割を職責として

担う主任教諭は、教育課題解決に向けた学校全

体の取組に、より一層主体的・積極的な役割を

果たしていくことが期待されている。

今回、東部Ａ地区副校長会では、新制度導入

について、主任教諭選考及び主任教諭活用の実

態を調査し、その成果と課題を検証するととも

に、今後の主任教諭育成上の課題や効果的な活

用を検討し、都立高校全体の学校運営の改善に

資することにした。

東京都立高等学校（全日制・定時制・通信制）

の副校長を対象にアンケート調査を実施（実施

期間：平成２１年４月２７曰～５月１日）し、

東部Ａ地区副校長会が回答を集計・分析すると

ともに､研究協議を重ねてまとめることにした。

アンケートの概要は次の通りである。

ｌ平成２０年度主任教諭選考の状況について

（受験資格者数、受験者数、合格者数等）

２平成２１年度学校教職員の状況について

（主幹教諭、主任教諭、教諭の配置人数等）

３主任教諭の活用方法について

４主任教諭活用の成果について

５主任教諭育成上の課題について

６主任教諭に期待することについて

制度が開始したばかりであることや、調査期

間も短かったにもかかわらず、全日制課程３６

校、定時制・通信制課程３０校から回答が寄せ

られた。

Ⅲ調査結果及び分析

１主任教諭選考の状況について

主任教諭選考の状況を次表にまとめた。

区分Ｉの受験率が区分Ⅱよりも高いのは、区

分Ｉには論文選考が含まれないことや、すでに

主任の職務を経験しており、受験することが自

然な流れであったものと推察される。全日制と

定時制・通信制の受験率に差があることから、

本制度に対する意識に温度差があることがうか

－２３－

全（３６校） 定通（３０校）

区分 Ｉ Ⅱ Ｉ Ⅱ

資格者 377名 561名 155名 １５２名

受験者 310名 312名 110名 ７３名

受験率 82.2％ 55.6％ ７１．０％ 48.0％

合格者 254名 186名 ６８名 ３０名

合格率 ８１．９％ ５９．６％ ６１．８％ 4Ｌ1％



がえる。合格率にも全日制と定時制・通信制に

差が表れている。

次に、主任教諭選考受験・不受験理由につい

て副校長が把握したものを次表にまとめた。

主幹教諭及び主任教諭の割合は、全日制の

方が定時制・通信制よりも高く、職階制度へ

の理解が進んでいる。主幹教諭1人あたりに

対する主任教諭は、全日制で３．３人、定時

制・通信制では３．２人である。主任教諭１

人あたりに対する教諭は、全日制で２．３人、

定時制・通信制では３．１人となる。なお、

主幹教諭の担当する校務分掌は、最も多いの

が教務部で、次に生活指導部及び進路指導部

がほぼ同数、続いて学年主任となっている。

総務部（庶務部)、保健部は少数である。

に
ｔ

３主任教諭の活用について

主任教諭の活用の実態を次表にまとめた。

受験者の受験理由として、すでに主任の職責

にある者、あるいは主任を経験した者が自然な

流れで受験しているケースがある。次に待遇面

を理由に受験した者が多く見受けられるが、一

方で、学校経営層を目指し一つのステップとし

て受験した者や、主任教諭設置の意義を十分に

理解して受験した者も多い。

選考不受験者の理由としては、現段階で主任

教諭制度を受け入れられなかったり、負担や責

任を重く感じて受験を見送るケースが多い。ま

た、年齢、健康、家庭の事情や、自ら主任教諭

としての資質を満たしていないと判断して受験

しない例も認められる。

U

Ｋ

ｌｌ

次に、主任に指名している学校について、校

務分掌の内訳を次表にまとめた。

[I’２学校教職員の状況について

平成２１年度４月現在の主幹教諭､主任教諭、

教諭の人数割合を次表にまとめた。

今（）Ｍｘ）定通３０〆

匹沮四m■屈泪四用
匡懸癖租一■■■回回
田程望、■nF■旧■■■屏旧

一■ｍｍＰ－■Ⅷ
￣］０９０１(）４８２１０(）

（総務部等は図書、広報、厚生、庶務を含む）

この結果から、主任教諭はほとんどの学校で

主任として活用されていることが分かる。おそ

らくは、主任であった教諭が、主任教諭選考に

合格し、そのまま主任を継続しているケースが

－２４－

<受験理由〉（全定通６６校記述回答） 人数

教諭よりも待遇が良い。 ４６

主任・主幹教諭・管理職を目指す。 １４

学校改善や経営参画を希望する。 １３

自らの資質向上を図る゜ ５

若手教員の育成に努める。 ４

主任教諭制度に賛同する。 ４

その他 １

(不受験理由〉（全定通６６校記述回答） 人数

主任教諭制度に賛成できない。 １３

職務の負担や責任を重く感じる。 １２

本制度の様子を見守る。 １０

まもなく定年を迎える年齢である。 ８

育休中、健康、家庭の事情等。 ５

資質がない。（自信がない） ５

その他 ６

活用状況

全

３６

校中

定通

３０

校中

主任に指名 ３３ ２３

委員会等の委員長に指名 １１ ７

教科主任に指名 １９ ８

職員会議の司会に選任 １１ １０

職員会議の記録に選任 １０ ８

初任者研修指導者教諭に指名 １４ １

校内研修推進者に指名 ６ ６

特別支援教育支援コーディネ

一夕一に指名

９ ８

教科「奉仕」推進者に指名 ３ ６

食育推進者に指名 １１ ４

日本の伝統文化理解教育推進

者に指名

３ ０

東京都教師道場員に指名 １ １

ＩＣＴ活用リーダーに指名 ９ ７

各種リーダー研修受講者に指名 ６ ３

その他 ３ ０

校務分掌 全（３６校） 定通（３０校）

教務部主任 ３名 ７名

生活指導部主任 １０名 １２名

進路指導部主任 ８名 ８名

学年主任 ３９名 １５名

保健部主任 １３名 ２名

総務部等主任 １５名 ２名

その他 １１名 １名全（３６校） 定通（３０校）

人数 害'１合 人数 割合

主幹教諭 1３４ 8.4％ 3４ ７．１％

主任教諭 458 ２８．８％ 1０９ ２２．６％

教諭 998 62.8％ 339 ７０．３％

計 1５９０ 100％ 482 １００％



助言・支援している。

（全１６校定通１３校）

（３）外部との連携・折衝力について

①地域連携を進めると同時に外部機関に対し

学校の考えを明確に示し、円滑な関係を築

いている。（全１０校定通８校）

②外部への情報発信や外部からの情報収集を

適切に行っている。

（全１２校定通８校）

③保護者・地域・外部機関との協働のもと、

自校の教育活動をより高いものにしている。

（全１０校定通１０校）

④保護者･地域･外部機関との協働について、

他の教員に対し適切に助言・支援している。

（全１０校定通９校）

（４）学校運営力・組織貢献力について

①学校の課題をとらえ、分掌内で議論した上

で、主幹教諭を通じて、校長・副校長に問

題提起している。（全７校定通１０校）

②主幹教諭が担当校務について円滑な調整や

進行管理を行うために、必要となる実態把

握、課題の分析、説明、折衝等を行ってい

る。（全６校定通１０校）

③校務について、他の教員に対し助言・支援

している。（全１６校定通１４校）

（５）その他

上記以外の成果として次のような事例が挙げ

られている。

・校内研修の企画立案・コーディネーター・

講師として活躍している。

・職層の分化への理解が深まっている。

・視野が広がっている。

・学校経営参画意識が向上している。

・縦型組織を意識した言動が認められるよう

になっている。

多いものと思われる。ただし、主幹教諭が配置

されている学校では、教務部、生活指導部、進

路指導部から順次主幹教諭が主任に指名される

傾向にあるため、主任教諭は学年、保健、総務

等、主幹教諭だけでは充当されない分掌の主任

に指名されているケースが多いようである。

委員会の委員長に指名している事例では、

ＩＣＴ委員会、校外行事委員会、学校保健委員

会、施設利用委員会、渉外委員会、基本問題検

討委員会、体育祭実行委員会、マラソン大会実

行委員会、奉仕委員会、情報委員会、特別支援

教育チーム、カリキュラム検討委員会、教育相

談委員会、校内研修委員会、キャリア教育委員

会、募集対策委員会等が挙げられ多様である。

教科主任には、多くの学校で主任教諭を指名

しているが、教科にはあまりかたよりはなく、

各教科おしなべて指名しているようである。最

も主任教諭が多い教科でも６６校中（全・定・

通）家庭科の１２名であった。

その他、職員会議の司会、記録、研修のコー

ディネーター、教育課題の推進者等、学校運営

の中核としての立場やリーダーとしての立場で

の活躍を期待する様子がうかがえる。

４主任教諭活用の成果について

主任教諭活用の成果については、次のような

選択肢を用意し回答を求めた。

（全３６校定通３０校）

（１）学習指導について

①的確な児童・生徒理解に基づき、指導・評

価の内容や方法について、工夫改善を図っ

ている。（全９校定通１２校）

②授業についての自校の実態を分析し、改善

に向けての問題提起を行っている。

（全７校定通７校）

③若手や同僚教員の指導上の課題をとらえ、

助言・支援している。

（全２２校定通１０校）

（２）生活指導・進路指導について

①自校の潜在的な問題に気付き、課題として

とらえている。（全１０校定通１０校）

②自校の生活指導・進路指導上の課題に気付

き、解決に向け助言・支援している。

（全１４校定通１７校）

③若手や同僚教員の指導上の課題をとらえ、

主任教諭が主幹教諭を補佐している事例と

しては、次のような事例が上げられている。

・主幹教諭の提案を支持する言動をとるよう

になっている。

・主幹教諭と相談する機会が増えている。

・生活指導担当主幹教諭を補佐しながら生活

指導上の課題に組織的に対応している。

・教務部の実務に積極的に取り組み、教務部

主幹を補佐している。
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Ⅳまとめ（考察）・主幹教諭不在時に職務を代行している。

・転入したばかりの教務部担当主幹教諭に適

切な情報を伝えている。

・教員の意見をまとめて主幹教諭に学校運営

の改善に向けた進言をしたり、企画調整会

議において建設的な意見を述べている。

・ＨＰ等の管理を手伝っている。

主任教諭が任用配置されてまだ期間が浅いた

め、無回答の学校も多くあった。しかし、上記

のように、少しずつその成果が認められつつあ

る状況である。

東京都は、全国に先駆けて平成２１年度より

主任教諭制度を導入した。４月に任用が開始さ

れ、わずかｌか月後に本調査を実施したため、

各学校で主任教諭の効果的な活用については、

模索中であったり、成果や課題についてもまだ

把握ができていなかったりする状況にある。し

かし、速報値的に調査することが、今後の各学

校での効果的な主任教諭活用の参考となり、学

校組織の活性化や人材育成のヒントに結び付く

ものと考えている。

最後に、本調査の結果に基づいて、東部Ａ地

区副校長会で研究協議した内容を以下に記す。

主任教諭選考においては、真に主任教諭とし

ての資質を有するとともに、主任教諭の職責を

十分理解した者を任用配置させたい。

学校運営の円滑化を進めるためには、各職層

の適正配置が重要であると考える｡一例として、

主幹教諭は教職員全体の１割程度の人員、主幹

教諭１名あたりに対して主任教諭３名、主任教

諭１名あたりに対して教諭２名程度とする等、

今後の学校経営の状況を調査分析して、学校ご

との各職層の適正配置人員を検討していくべき

である。

主任教諭の効果的な活用については、アンケ

ートの回答結果が参考になると思う。制度が始

まったばかりであるため、中長期的に運用・実

施した後に検証し､主任教諭の役割や位置付け、

効果的な活用を構築していくことが鍵である。

主任教諭育成上の課題と主任教諭に期待する

ことの前提として、教職員全体に職階制度の意

義を十分に理解･浸透させることが必要である。

また、本制度と人事考課制度を綿密に連動させ

て、教職員全体を指導し、教員としての責任感・

使命感・意欲を高めつつ職務を遂行させていく

ことが大切である。

５主任教諭育成上の課題について

主任教諭育成上の課題については、次のよう

な意見が寄せられた。

・主任教諭の職責や位置付けを明確にする。

・主任教諭の活用方法を確立する。

・主任教諭の使命や責任を理解させて主任教

諭選考に臨ませる。

・主幹教諭や管理職等、次のステップを意識

させて主任教諭の職務を果たさせる。

・管理職一主幹教諭一主任教諭一教諭のライ

ンをいかにして確立するか。

・主任教諭としての自覚を促す。

・主任教諭としての資質・技能を育成する。

・主任教諭選考不合格者のモチベーション

を向上させる。

主任教諭に期待することについて、次のよう

な意見が寄せられた。

・主幹教諭の補佐と若手教員への指導・助言

を与える役割を果たさせる。

・授業力向上に向けたリーダーシップを発揮

させる。

・中堅リーダーとして積極的に校務運営にか

かわらせる。

・課題発見及び課題解決力を発揮させる。

・学校経営参画意識をもち、学校改善に向け

て進んで職務を遂行させる。

・校外での研修会等に積極的に参加し、新し

い情報を校内に提供する等、教師としての

資質を向上させる。

主任教諭の職務については、次のような具体

的例が考えられる。

・初任者研修、２年次、３年次、４年次研修等

の研究授業に参加させて、研究協議において

授業改善に向けての指導・助言をさせる。

・若手教員に自分の授業を参観させて指導力向

上を図る゜
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研究協力者（敬称略）・所属校・同僚や若手教員の抱えている課題や悩みに気

付き、進んで相談に応じる習慣を身に付けさ

せる。

・主幹教諭との連携を深め、指導を受けつつ職

務を果たさせる。

･校内外で実施する学校説明会の準備・運営に

協力させる。

・出張授業や地域の行事に参加する機会を増や

す。

・ホームページの作成・更新の職務に協力させ

る。

・ＰＴＡ活動へも関与させることで家庭との連

携を深めさせる。

･校内研修会の企画立案及び運営を担当させる。

･各種委員会活動のリーダー役を務めさせる。

.スクールカウンセラーとともに生徒理解・教

育相談のための校内研修会の企画立案及び運
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アンケート調査にご協力頂きました副校長先

生方には、心より感謝申し上げます。
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Ⅳ

生徒指導研究部 会

東部Ｃ地区（生活指導）

５．携帯電話等をめぐる問題への取組．.…・…..….．……３０

三保和彦（八潮高等学校）

四部Ｃ地区（教科外活動）

６．「部活動指導の本務化にともなう学校運営と

副校長の役割」・・・………・…………..………・…３６

佐々木雅人（武蔵野北高等学校）

生
徒
指
導
研
究
岸



｢携帯電話等をめぐる問題への取組」
東部Ｃ地区副校長会

生徒指導研究部第１委員会

提案者三保和彦（都立八潮高等学校）

リである。

贋Fgj-I1自分の携帯電話を所持､又は自宅でパ
ソコンを利用していますか？

はい９５％いいえ５％

１の質問に｢はい」と答えた人に質問します。

１日にどのくらい利用していますか？携帯電話

とパソコンの両方を利用している人は２つを合

わせた使用時間で答えて下さい。

1時間未満２１％３時間未満２７％

３時間以上５２％

＊自分の携帯電話を所持している人に質問しま

す。

①料金は誰が支払っていますか？

保護者５８％自分３５％

保護者と自分６％その他１％

②自分で支払っていると答えた人は、そのお

金をどのように得ているのかも記入して

下さい。

アルバイト９５％お小遣い５％

|實藺-百］プロフィールサイトを利用したこと
はありますか？

はい５４％いいえ４６％

匿簡-百］出会い系サイトを利用したことはあ
りますか？

はい３％いいえ９７％

暦FFT工｜自分の本名や顔写真､携帯電話の番号
等の個人情報をインターネット上に載せていま

すか？

はい２４％いいえ７６％

贋FFT百］他人の個人情報をその人に無断でイ
ンターネット上に載せたことはありますか？

はい５％いいえ９５％

|貢FFj-5-l個人を特定できる他人の中傷等をイ
ンターネット上に載せたこと、又は載せられて

いるのを見たことがありますか？

はい３１％いいえ６９％

厨薔T〒］インターネットに関することでトラ
ブルに巻き込まれたことはありますか？

（インターネット上に電話番号やメールアドレ

Ｉ携帯電話等をめぐる問題

学校における携帯電話等をめぐり、以下のよ

うな問題が最近社会で取り上げられている。

１インターネット上のプロフや学校非公式サ

イト等を利用し、特定の生徒に対する誹誇中

傷が行われるなど、「ネット上のいじめ」があ

る問題

２出会い系サイト等のインターネット上の有

害な情報に携帯電話からアクセスし、犯罪に

巻き込まれるという問題

３「ケータイ依存」と授業中の携帯電話使用

という問題

これらの問題に対して、東部Ｃチーム所属校

における実態を把握し、各校における取組と課

題をまとめた。

Ⅱ取組内容

以下の５点について、東部Ｃチーム所属校に

おける取組について調査し、高校における「携

帯電話」の指導の在り方について考察した。

携帯電話等の利用の実態の把握について、東

部Ｃチームで、共通のアンケートを実施した。

結果については「Ⅲ携帯電話等の利用の実態

について」の項目で述べる。

（１）アンケート結果に基づいた指導について

（２）学校における携帯電話の取扱いに関する

方針の明確化について

（３）「ネット上のいじめ」等に関する取組の

徹底について

（４）学校における情報モラル教育の取組につ

いて

（５）有害｣情報に関する啓発活動の推進につい

て

Ⅲ携帯電話等の禾ll用の実態について

アンケートの内容と調査結果は、以下のとお

－３０－



スを載せたために知らない人から連絡がきたこ

とがある、自身の悪口が書きこまれていた、無

断で自身の個人情報が載せられていた等）

はい１３％いいえ８７％

トラブルに巻き込まれたことがあると答えた

人に聞きます｡実際にどのようなトラブルに巻

き込まれたのか、またどのように解決したのか

ということを教えて下さい。

イｌクラスを中心にアンケートを実施。アン

ケート結果を職員会議で全教職員に周知した。

ウアンケート結果を企画調整会議にて検討し、

本校における指導内容の協議を行った。

（２）学校における携帯電話の取扱いに関する

方針の明確化について

ア学校における携帯電話に関するルールは、

「授業中の携帯電話使用禁止」とした。生徒

手帳への記載は来年度からとなるが、生徒・

保護者にプリントを配布し、携帯電話の預か

り指導を徹底している。その方法は、

①授業中に携帯電話使用が発覚したとき、授

業担当者は携帯電話を預かる。

②授業終了後、以下のような用紙に記入し、

担任に連絡し、預かった携帯電話を指定の

場所に保管する。

解決済みトラブルの内容とその解決策

①勝手に写真を載せら才［て話題にされた。

→他の生徒が発見し、学校で問題になり、無断

で写真を掲載した生徒たちの謝罪で解決した。

②自分の携帯電話に知らない請求書のメールが

来た。

→無視し、アドレスを変えたら､来なくなった。

③同じ学校の生徒に無断で自分の電話番号を載

せられた。

→話し合って解決した。

④口分は送っていないのに友達のところに私の

名前で何度もメールが送られた。

→「私は送ってない」と伝えて誤解を解いた。

⑤トラブルはここに書ききれない。

→きりがないので「前略プロフィール」ごと消

した。そんなもの最初からやらなければよか

ったと思った.

⑥中学生のとき学校の裏サイト的なものに悪口

を書かれたことがある。

→朝礼などで先生が注意を呼びかけていた。

携帯預かりました１

年組（

だれの （

預かった先生（

月日時間目

１
１
１

③その曰の授業がすべて終わった後、生徒が

担任及び学年の先生のところへ携帯電話を

取りにきて、返却する。

イ授業中の使用禁止。「着信があった場合速

やかに電源を切らせる｡」「発信やメール操作

等をしている場合、やめるよう注意する｡」こ

れらの項目について違反があり注意してもや

めない場合、または一旦やめても再び繰り返

した場合は、授業担当者が「段階指導連絡票」

にチェックして生活指導部担当に渡す。

※「段階指導連絡票」はその枚数に応じて、５

枚：学年生活指導説諭→１０枚：生活指導部説諭

→１５枚:副校長説諭→１５枚を超:副校長説諭(保

護者同伴）→再度：校長説諭（保護者同伴）と

している。

２年前までは、授業中の携帯電話使用が頻繁

に見られたが、今では皆無に近い状態である。

（３）「ネット上のいじめ」等に関する取組の

徹底について

ア学期ごとに担任が実施する面談週間を設け、

進路相談とともに早期発見に努めている。ま

た、養護教諭、学年、司書、スクールカウン

セラーと連携し、月に１回以上スクールカウ

未解決のトラブルの内容

①友達だった人のプロフのゲストブックに悪口

が書かれ、書き込んだのが自分だと決めつけ

られた。

②会員しか見られないサイトに個人情報を書き

込まれた。

Ⅳ東部Ｃチーム所属枝における取組

各学校の取組をア、イ、・・・という形で紹

介する。

（１）アンケート結果に基づいた指導について

ア生徒部を中心にアンケート結果をもとにし

た校内研修を実施し、職員会議で全教職員に

周知した。また、アンケート結果を踏まえ、

ネット上のいじめや犯罪に巻き込まれないた

めの防止策としてセーフテイ教室を実施した。
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フティ教室の内容を掲載する。

＊教科「情報」の中で取り扱っている内容

【教科「情報」における情報モラル指導例】

｢=55-11情報の収集や発信から気付かせる学習
・情報検索の学習において、検索された｣情報の

信懸性について考え、検索の上位にある情報が

正しいとは限らないことに気付かせる。

・Wikipedia等の多人数書き込み辞書では、誰

もが容易に書き換えることが可能であることか

ら、やはりWikipedia等の情報が常に正しいと

は限らないことに気付かせる。

以上から、インターネット上では、誰もが情

報の発信者となることができるので、発信者と

して責任をもった情報発信をする姿勢を身に付

けさせる。

Ｆ55-コ仕組みから気付かせる学習
・ＷＷＷサーバは、ケータイやＰＣなど、機器にか

かわらず、要求に応じて反応を返す仕組みであ

ることを学習する。

・ＷＷＷサーバは、インターネット上にあるすべ

てのネットワークから閲覧可能な仕組みである

ことを学習する。

・プロフ等のサイトも上記と同様の仕組みであ

ることをＰＣからアクセスさせて気付かせる｡検

索でもヒットすることについても同様に気付か

せる。

'｡=5ﾗｰ51情報社会の仕組みから気付かせる学習
・電子メール、ＱＲコード、ＩＣカード、ＰＯＳシス

テム等、社会では情報技術を応用したものが多

く利用されている仕組みを学習する。

・電子メールのリンクからフィッシングサイト

にジャンプする可能性を指摘する。（フィッシン

グサイトを模倣した学習サイトもある）

・空メールを送ることにより、業者はどうして

無料で情報をくれるのか考えて見る。→電子メ

ールヘッダーにどんな情報があるかを学習する

と、空メールからたくさんの情報収集ができる

ことを学習する。

・迷惑メールや架空請求メール等については、

返信することにより初めて相手に情報が渡って

しまうことを学習する。→返信しないことの意

味を理解する。

F55-Zl法律や人間の心理から気付かせる学習
・知的財産権は頭で分かっていても、行動と結

び付けないと本当の理解は得られない。→ＣＤの

ンセラー連絡会を開き、カウンセリングとと

もに早期発見・対応の体制を整えている。

イいじめやいやがらせ等をうけた場合は担任

などに連絡するよう曰頃から周知している。

発見した場合の組織的な対応は、学年担任・

副担任が複数で事情を聴く。その上で、指導

上の問題にあたる場合は生活指導部が事情を

調査。過度な嫌がらせやいじめの場合は謹慎

を含む特別指導等を行なう。

ウセーフティ教室を警視庁ハイテク犯罪対策

総合センターの協力により開催した。青少年

の加害事例・被害事例などを通した指導を行

い､保護者にも状況を理解していただいた｡。

（４）学校における情報モラル教育の取組につ

いて

ア情報モラル教育の実践事例を全教職員に配

布し、ＨＲ等での指導に活用するように指導

している段階で、組織的な取組には至ってい

ない。

イ「情報」で指導し、その他の教科での指導

はない。ＨＲでの指導は、学期末ごとの集会

で生活指導についての指導のなかで触れてい

る。

ウ「情報」の授業で指導している。授業の際

に本校関係のプロフをコンピュータ画面に映

し出し、問題点を指導するなど、具体的な指

導を行っている。また、教員が生徒のプロフ

を定期的に見て､指導することも伝えている。

さらに、夏休み直前の授業では、警視庁作成

のビデオを使用し、具体例に基づいた指導も

行っている。

（５）有害情報に関する啓発活動の推進につい

て

アフィルタリングの利用促進については、ほ

とんど策を打ってない状態で、保護者会等で

子どもの携帯にフィルタリングをするように

指導している程度である。

イセーフティ教室で携帯電話やネットトラブ

ルについての講話と協議を行った。平成２０

年度は、地域の「青少年対策委員会主催の懇

談会｣でネットトラブルについて講演があり、

保護者の参加を呼びかけ、ＰＴＡ役員等が参加

した。

以下、教科「'情報」で扱っている内容とセー
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うかな。

ウおもしるそうなもの

例「お菓子のうまいものを買占めよう」

反応おもしろいから送信しちゃおうかな

工悪口や嫌がらせなもの

例「この人って、お金盗んだって・・・」

反応犯罪になるかもしれない。

②掲示板・プロフについて

ア楽しい面

同じ趣味の仲間同士で楽しめる

自由に情報交換できる

新しい仲間や知識が増える

イ怖い面

個人情報を悪用される

トラブルになりやすい（文字だけのコミュ

ニケーション）

うその｣情報もある

③本当に匿名なのか

ア通信記録（アクセスログ）とは？

発信・受信に関するデータでプロバイダー

が管理している。

事件化した場合、警察は通信記録から書き

込みした発信者を特定することができる。

イ「おもしろ半分」「冗談のつもり」は社会

的に通用しない。

「匿名（ハンドノレネームだけ）だから誰が

書いたのか分からないだろう」という考え

は間違い。

④出会い系関係事件（１８歳未満の人が書き

込みすると犯罪になる｡）

ア被害者数

検挙件数被害者数うち児童の被

害者数

平成１８年

１，９１５１，３８７１，１５３

平成１９年

１，７５３１，２９７１，１００

平成２０年

１，５９２８５２７２４

イどんなサイトからでも出会える

・ゲーム、アニメ、漫画、アイドル等のサ

イト

・ＳＮＳ（プロフィール、日記、掲示板、コ

ミュニティ機能等を持った総合サイト）

・その他どんなサイトからでも

無断コピーがアーティストに与える損害を学習

する。

・著作権や肖像権などの理解が不正確な生徒が

大勢いるので、簡単な法律の整理を付けさせる

指導をする。

・掲示版への無記名書き込み体験をさせ、自分

が他人になりすませる可能性を秘めていること

に気付かせる。改めてインターネット上では、

他人に配慮した書き込み等が必要であることに

気付かせる。

＊セーフティ教室の内容

1ハイテク犯罪の特徴

①匿名であること

自分の身元を明かさずに、情報をやり取り

できる

②被害の拡大が速いこと

トラブルが発生すると、あっという間に被

害が拡大してしまう

③時間や場所に制限されないこと

２４時間いつでも、世界中どこでも

④デジタルデータはコピー・削除が簡単であ

ること

２被害事例が多いハイテク犯罪

（平成２０年度の相談件数より）

詐欺・悪質商法＞名誉穀損・誹誇中傷＞

オークション＞不正アクセス

詐欺･悪質商法に関する事例だけで､約５８％

であり、半数を超える。

最近増加しているのが、名誉穀損・誹誇中傷

に関するものである。

３ハイテク犯罪の被害者・加害者にならない

ために

①チェーンメールについて

どうしても誰かにチェーンメールを送らな

いと気がすまない場合は、チェーンメール

対策専用アドレスがあるので、そこへ送付

する。

アこわいもの

例「このメールを送らないと、殺しに行き

ます・・・」

反応こわいから、送ってしまおうかな。

イ人助けのもの

例「血液が足りなくて困っています・・・」

反応協力したいからメールを送っちゃお
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⑤著作権・肖像権について

ア著作権・肖像権とは、作ったものや.自

分の姿などを勝手に使われないように守る

権利

イ個人で楽しむ以外には、他人が作ったも

のを勝手に使ったり、コピーしたりしない。

ウ作品を使ったり、写真を撮ったりしたい

ときは、きちんと許可を得る。

工著作権違反事件例

ある高校生がコンピュータソフトを無断

で複製し、販売した。

⑥不正アクセス禁止法について

不正アクセスとは他人のユーザＩＤとパス

ワードを勝手に使うこと。

アサイト改ざん事件

ある女子高生らは、友人のＩＤ、パスワー

ドを使い、友人が作成したサイトを削除し

た。

イフィッシング事件

ある中学生が、オンラインゲームの会社員

を装って、ゲーム会員にメールを送信した。

偽サイトから、氏名、ＩＤ、パスワードな

どを記入させ、不正に入手した。

ウ不正アクセスに遭わないために

・パスワードなどを推測されにくいものに

する（生年月日などは危険）

・他人に聞かれても、絶対に教えない。

⑦不当な料金請求について

ア不特定多数の人にコンテンツ利用料が未

払いだと伝える。

アダルトサイト利用料金、有料サービス

未納料金など

イ期日までに料金を金融機関に振り込むよ

う要求する

ウ従わない場合は、直接取り立てる

工手段はメール、電話、郵便など

⑧不当な料金請求が来たら

ア身に覚えのない料金請求は無視する

イ住所、氏名、電話番号などを絶対に教え

ない

ウすぐに保護者や先生に連絡する

工インターネットで解決策を探る

オもし、自宅等に取り立てに来たり、脅か

されたりしたら､すぐに１１０番通報する。

⑨携帯電話メールの便利設定

アなりすましメール、迷惑メールを受信し

ない

イＵＲＬがついているメールを受信しない

ウメールヘッダ情報に本当の送信者の情報

が書かれているので注意する。

工特定の人からのメールしか受信しない

オパソコンからのメールを受信しないなど

の設定をすることで、より安全になる。

Ｖまとめ

今回の実態調査等を通して、学校として必要

な指導は以下のとおりとなる。

ｌインターネット上のプロフや学校非公式サ

イト等を利用し、特定の生徒に対する誹誇中

傷が行われるなど、「ネット上のいじめ」があ

る問題に対して

①いじめ等に関する人権教育を年間指導計画

に位置付け、ＨＲ、教科、全体集会などを通

して指導し、誹誇中傷させない、いじめをさ

せない指導を徹底する。

②顔写真等を掲載することは、いけないこと

と知っていても安易にプロフ等に顔写真など

を掲載してしまう現実があり、安易な掲載は

させない指導を継続的に行うことが必要であ

る。

③できる範囲で教員が生徒のプロフを定期的

に点検し、生徒・保護者から書き込みの情報

を得て、指導を継続する。さらに、警視庁作

成のビデオなどを使用し、具体例に基づいた

指導も行う。

④問題が起きた場合は、学校として毅然とし

た姿勢で接し、絶対に許さないという指導を

する。

２出会い系サイト等のインターネット上の有

害な情報に携帯電話からアクセスし、犯罪に

巻き込まれるという問題に対して

①教科「情報」や講演会などで犯罪に巻き込

まれる例などを生徒に知識として教える必要

がある。

②校内研修等で具体的な事例を教員が知り、

教員自身が知識をもっていることが大切であ

る。それをもとに、ＨＲや全体集会などで指

導する。

③警察と連携し、セーフティ教室を実施し、
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－ルを守らせた上で、その機能を有効に活用で

きる能力を身に付けさせていくことも必要であ

る。

携帯電話の普及とともに、公衆電話が街頭か

ら姿を消し、携帯電話は緊急連絡の手段として

も非常に重要となってきた。警察署の協力で犯

罪被害防止に関するセーフティ教室を開催する

と、「何か発生したら、生徒さんに携帯電話か

ら１１０番通報させて下さい」との指導を受ける。

小中学生と比較して、登校時間の長い高校生に

とって、登下校の際に、携帯電話が生徒の安全

に寄与することも多い。携帯電話のマイナスの

側面ばかり強調されるが、このようなプラスの

側面も十分に考慮することも学校としては必要

ではないだろうか。

ＩＣＴ活用教育の推進、世界に通用する人材

の育成という観点からも、情報モラル指導を各

学校で徹底し、関係機関と連携し、平和で安全

な情報社会を築いていくことが私たちの使命で

実例をもとに指導する。

３「ケータイ依存」と授業中の携帯電話使用

という問題に対して

①文部科学省や東京都教育委員会の方針をも

とに、学校としての指導方針を明確にし、指

導体制を整え、実行すること。

②ケータイ依存に対しては、家庭と連携し、

家庭での携帯電話利用に関するルール等を作

成してもらい、携帯電話利用時間を少なくし

ていくことが重要である。

４関係機関との連携について

万一問題が発生した際には、下記の機関と連

携をとれるよう、生徒、教員に周知しておくこ

とが必要となる。

（１）警視庁情報セキュリティ広場

（２）警察庁セキュリティポータルサイト

＠ｐｏｌｉｃｅ

（３）国民生活センター

・相談事例と対応

・インターネットトラブル

（４）迷惑メール相談センター

（財）日本データ通信協会

・チェーンメールの転送先

・迷惑メールの情報提供

（５）プロバイダ責任制限法関連情報Ｗｅｂサイ

ト

.送信防止

・発信者J情報開示

（６）法テラス｜法律を知る相談窓口を知る

道しるべ

・メール相談

（７）その他

・各掲示板の管理者

ある。

研究協力者

角順二

三保和彦

菅丼博之

鈴木春子

依田文一

前田吉明

稲葉久男

佐々木哲

桑原洋

林努

永森比人美

(三田高校）

(八潮高校）

(大森高校）

(蒲田高校）

(蒲田高校）

(つばさ総合高校）

(六郷工科高校）

(六郷工科高校）

(美原高校）

(芝商業高校）

(晴海総合高校）

Ⅵ最後に

アンケートによると携帯電話使用料金の自己

負担を捻出するためのアルバイトが生活や授業

に影響を与えていることを保護者にも伝え、連

携して生徒を指導していくことが大切である。

小・中学校では携帯電話の学校への持ち込み

を禁止とし、学校の中で携帯電話を意識させな

い指導を行っている。高校でも段階的な指導が

求められているが、携帯電話が有しているメデ

ィアとしての特性を理解させ、使用する際のル
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｢部活動指導の本務化にともなう学校運営と副校長の役害１１」
西部Ｃ地区副校長会

生徒指導研究部会第２委員会

提案者佐々木雅人（都立武蔵野北高等学校）

１はじめに 部活動の根拠や基盤を整備するとともに、今後

の部活動振興に向けて、顧問の担い手の拡大や

部活動の在り方の弾力化による多様化の確保の

ために、平成１９年４月に、東京都立学校の管理

運営に関する規則の一部改正（第１２条の12）

を行った。

この－部改正から２年が経ち、教職員の勤務

と部活動の関係についての現状と課題について

調査研究をすることとした。

調査は、西部Ｃ地区の７校についてアンケー

ト方式で行った。

学校で行われる部活動は、学校経営上の重要

な柱として、生徒の個性や能力の伸長、豊かな

人間関係づくり等の教育的意義があり、定着・

発展してきた。

しかし、教育活動としての明確な根拠規定が

ないため、部活動に対する考え方、活動状況、

教員の勤務との関係、週休曰の部活動指導等に

ついて様々な課題が指摘されてきた。

さらに、部活動の顧問は、部活動の指導面や

管理面を総合的に担当し、公式試合等に生徒を

引率する役割があったことから、教員が行うと

してきたが、専門的な指導を行えないことや、

学校の小規模化に伴い、部活動の設置数が少な

くなるなど生徒のニーズに応えきれない状況が

見られた。

また、学校の施設・設備の状況により、部活

動の設置が制限される場合も見られた。

そこで、これらの課題に対して、東京都教育

委員会は、平成１６年に「部活動基本問題検討委

員会」を設置し、部活動に関わる基本的な課題

について検討を重ね、課題解決の方向性を示し

た（平成１７年１０月「部活動基本問題検討委員

会報告書｣)。

平成１７年１２月には、部活動の指導業務と教

員の勤務との関係について検討する「部活動振

興専門委員会」を設置し、管理運営に関する規

則に部活動を明確に位置付けた(平成１８年４月

２７日「部活動振興専門委員会報告書｣)。

一方、「学校職員の勤務時間、休日、休暇等に

関する条例」を－部改正し、平成１８年４月から

は、教職員が週休日の変更等を行うことのでき

る職務の範囲に「部活動指導」が加わり、週休

曰における「半日勤務時間の割振り変更」を可

能とするとともに、実施曰の前２月以内又は後

４月以内を限度に変更を行うことができるよう

になった。

こうした経緯を踏まえ、東京都教育委員会は

２部活動設置状況と加入状況

高等学校段階になると、部活動に対する生徒

のニーズは多様化し活動要求も高くなる。学校

以外にもスポーツ活動や文化活動を行う場は増

加してきているが、西部Ｃ地区の生徒は学校の

部活動に依存する傾向が強い。

加入者の多い部活動は、運動系ではサッカー

部、文化系では吹奏楽部であった。

西部Ｃ地区には、ある特定の部活動を学校の

特色として開設した学校がある。また、その部

への入部を目的に入学してくる生徒も見られた。

部活動の振興は特色ある学校づくりの一端を担

っていることが伺える。

部活動が中学生の学校選択の大きな指標であ

－３６－

､P成20年度 Ａ校 Ｂ校 Ｃ校 Ｄ校 Ｅ校 F校 G校

壺議巾鶴;識鵜戴lll蕊溌！

運動系

文化系

蕊醗蝋

19部

9部

灘!〔雛;:|；

17部

11部

蕊灘

23部

13部

蝋灘》

15部

'I部

遷;ＩｉＩｉ

雛

16部

15部

Ｉ灘熱

16部

8部

'１１１１騨鵜M１

13部

8部

在籍者数 824人 720人 720人 811人 453人 725人 450人

識{鵜|熱|鋤蕊:識:蟻

iｌＩ

運動系

文化系

jⅡ１入者数合計割合

蕊識灘；

448人

５４．４％

202人

２４．５％

７８．９％

$蝋雛

449人

６２．４％

１９８人

２７．５％

８９．９％

撒鰯i蕊：

500人

６９．４％

176人

２４．４％

93.9％

醤醗議
縦十

407人

５０．２％

１６１人

１９．９％

７０．０％

Ｉ蓬鞠蕊

306人

６７．５％

１４３人

３１．６％

９９．１％

|繍灘灘1１

459人

６３．３％

178人

２４．６％

８７．２％

繍蝋嬢

80人

１７．８％

50人

ｌＬ１％

２８．９％



り、部活動に積極的に参加する生徒は、基本的

生活習慣が確立された生徒が多く、その生徒が

活発に活動することで学校が活性化されている。

必要がある。

また、週休曰の変更を行う場合であっても、

実際には時間割編成上、－日空けることが難し

い場合が多い。そのため、年次有給休暇の取得

率は低下し、教職員への負担解消につながらな

いという指摘もある。

Ｓ教職員の勤務と外部指導員の実際

■田■■■■■■■■■■

■、■■甲回、、■可■■ ４成果と課題

部活動を学校の教育活動とする明確な根拠規

定を定め、部活動の指導業務を校務分掌に位置

付けたことにより、校長は部活動の振興を特色

ある学校づくりと学校経営計画に位置付け、リ

ーダーシップをより一層発揮することができる

ようになった。

生徒のニーズに応じた部活動や少人数の部活

動の設置、廃部問題の解決等のために、部活動

の指導業務を行う者の範囲を拡大したが、報償

費等の予算面の裏付けが少なく、十分な活用が

されていない。

特色ある部活動や多様な部活動の展開を可能

にするため、学校外の施設を活動の拠点とする

部活動を設置することができるようになったが、

西部Ｃ地区では、その事例は現在なく今後の活

用に期待がもたれるところである。

￣、、￣■弓Ⅳ、、
＝■■■■■■■
￣円■■■■■■

ｓおわりに

文部科学省は､平成２１年３月９日に高等学校

学習指導要領を告示した。この新学習指導要領

総則の中で、初めて、「部活動」の意義や配慮事

項について明示した。

また､東京都教育委員会の平成２１年度の主要

施策の基本方針２でも、「子供の体力低下、学習

指導要領の改訂、平成２５年東京国体の開催、

2016年オリンピック・パラリンピックの立候補

都市であることなどを踏まえ、学校体育を一層

充実する｡」「部活動は、生徒の個性や豊かな人

間関係をはぐくむ上で極めて重要な教育活動で

あるため、授業等の教育課程との関連を図り、

より一層の充実に努める｡」と記載されている。

このような背景を踏まえ、学校の教育活動の

中で、部活動の担う役割はますます大きくなっ

ている。

本来、部活動は同好の生徒によって行われる

①週休曰・休日に部活動指導で出勤しなかっ

た教職員数。

②週休Ｒ・休日に部活動指導で出勤した教職

員の最多日数。

③時間割上１日空ける条件を満たす教職員数。

④実際に１日空けている教職員数。

⑥半日空けている教職員数。

技術指導ができる教職員は少ない現状があり、

これらの教職員は、部活動の管理面での指導を

担っている。技術指導は外部指導員、外部顧問

などに依頼することも考えられるが、導入件数

は非常に少ない。

部活動以外の校務で多忙であり、部活動につ

いての専門性もないということから、消極的な

姿勢をとる教職員に対して、意識を高めていく

－３７－



ものであり、生徒の自主的な活動によって、資

質向上と生涯にわたって文化やスポーツ等に親

しむ態度を養うものである。しかし、学校の教

育目標の実現に向けて大きな期待がある。副校

長として、生徒同士や教職員、保護者・地域の

人々との交流を通して生徒の心身の調和的発達

を遂げるとともに、学校経営上の重要な柱とし

て部活動の振興・活性化を図るために尽力して

いかなければならない。

しかし、勤務時間外の部活動指導は、「命令に

基づくものではないが、校務分掌を受けた教職

員の自発的な意思に基づく職務である｡」と言わ

れている。

さらに、週休曰等の部活動指導や校外での活

動は、教職員の自覚と自律性に委ねる部分があ

り、管理職との信頼関係によって成り立ってい

る部分が強い。

副校長として、週休曰を勤務曰とする以上、

勤務時間の割り振り変更を適切に行い、教職員

が超過勤務とならないよう配慮しなければなら

ない。

また、定期異動対象者の週休曰等の変更につ

いては副校長間の連絡が必要不可欠である。

そして、部活動指導手当の支給増額、外部指

導員の人材発掘、社会教育との連携、学校の特

色化として位置付けた際の教職員の配置、施

設・設備の充実等についてさらに検討する必要

がある。

参考①：東京都立学校の管理運営に関する規則

の一部改正の内容（施行期日：平成１９年４月１

日）

（部活動）

第十二条の十二学校は、教育活動の一環とし

て部活動を設置及び運営するものとする。

２校長は、所属職員（事務職員等を除く。）

に部活動の指導業務を校務として分掌させ

ることができる。

３校長は、所属職員（事務職員等を除く。）

以外の者に部活動の指導業務を委嘱するこ

とができる。

４学校は､部活動が当該学校の施設で活動で

きない場合に、当該学校以外の施設を活動

の拠点とすることができる。

参考②：平成１８年３月３１日付１７教人勤第３５４

号「学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関す

る条例等の－部改正等について」の－部改正の

内容（施行期日：平成１８年４月１日）

第２週休曰の変更等（条例第６条及び規則

第４条関係）

３（－部略）教育職員の週休曰の変更及び

半日勤務時間の割振り変更については、当該

週休曰の前２月又は後４月の範囲内で行うこ

とができる。

４週休曰の変更等を行った後において、週

休曰が毎４週間につき４日以上となるように

し、かつ、勤務日及び半日勤務時間の割振り

変更により新たに勤務時間が害りり振られた曰

が引き続き２４日を超えないようにしなけれ

ばならない。

＜研究協力者＞

錦織政晴（武蔵高校）

小橋川和子（前小金井北高校）

原忍（小金井北高校）

井口一成（保谷高校）

田中賢二（久留米西高校）

宮川隆史（田無高校）

伊東龍司（清瀬高校）

矢作俊郎（前東久留米総合高校）

清水健一（東久留米総合高校）

阿部篤子（東久留米総合高校）

宮崎高一（小金井工業高校）

田村國雄（田無工業高校）

藤井大輔（小金井地区科技開設準備）

条例とは「学校職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例（平成７年東京都条例第４５号)」

規則とは「学校職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例施行規則（平成７年東京都教育委

員会規則第５号)」
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西部研究委員会

７．「三修制の現状と課題」 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・一・・・・・・４０

奥村英夫（砂川高等学校）



｢三修制の現状と課題」
定時制通信制副校長会

西部研究委員会

提案者奥村英夫（都在砂川高等学校）

－ルを含む）においては、三部制のため他部

履修をすることにより、３年間での卒業が可

能となっている。

このように、三修制については、各学校で

の考え方や取組内容、単位修得方法などそれ

ぞれ、大きく異なっている。

そこで、本研究において、三修制が可能に

なる法改正がされてから２０年以上経過した

今の都iZ高等学校定時制課程の三修制の現状

と課題に関して、調査を行った。

Ｉはじめに

定時制高校の本来の設置目的は、働きなが

ら学ぶ勤労青少年に後期中等教育の機会を提

供するためであり、夜間の時間帯に４時限の

授業を行い、４年間で卒業する形態がほとん

どであった。ところが、近年、定時制高校は

勤労青少年の生徒の比率が極端に減少し、

小・中学校時代に不登校を経験のある生徒や

全日制高校に入学できず不本意ながら入学す

る生徒、また、全日制高校の中途退学者等、

多様な生徒が入学あるいは転・編入学してき

ており、勤労青少年の教育機会の確保という

役割が変化している。さらに、定時制高校に

は、中途退学者や卒業後進路未決定者等も多

く、学習指導、生活指導、進路指導など多岐

にわたる課題が指摘されていた。

昭和６３年１１月に学校教育法の一部が改

正され、平成元年より定時制・通信制課程の

修業年限が３年以上（学校教育法第５６条）

となり、東京都においては、平成３年度に、

昼夜間定時制独立校として、単位制の新宿山

吹高校が設置され、初めて３年間で卒業が可

能である定時制高校ができた。さらに、平成

９年度の「都立高校改革推進計画」で、「生

徒の修学状況の変化や学修希望の多様化に対

応し、３年間で卒業することが可能な教育課

程を編成する。」と定時制課程の修業年限の

弾力化が示された。

その後、都立高等学校の定時制課程におい

ても３年間で卒業に必要な単位を修得した者

については、３年間で卒業できる、３年修業

制（以下「三修制」という。）が多くの学校

で導入されてきた。

三修制の単位の修得の方法についても、１

日の授業時間を増やしたり、高等学校卒業程

度認定試験の合格科目を卒業単位の－部とし

て認定したりと多岐にわたっている。

また、昼夜間定時制高校（チャレンジスク

Ⅱ調査の方法と調査結果

(1)調査方法

全都立高等学校定時制課程の副校長に、

ＴＡＩＭＳを利用して、アンケートの調査

依頼及び回収を行った。

回答率は、７２校７３課程中５２校５３

課程で、７２．６％であった。

（２）調査結果と分析

問１三修制の実施

実施

してい

ない。

３５．８％

実施

してい

ない。

３５．８％

実施し

てい

る。

６４．２％

問１「三修制を実施していますか。」

３４校（６４．２％）で三修制を実施し、

１９校（３５．８％）で実施していない。

実施していない理由として、「４年間、時

間をかけて生徒を指導したい」（５校）、

専門学科の学校においては、「資格取得の

認定が受けられない．」「専門教科蘂の履修

－４０－



が困難。」など、専門教育が三修制では十

分に行えないという理由も４校あった。

問２から以降は、問ｌで「三修制を実施し

ている」と答えた学校３４校への質問であ

る。

問２「三修制の実施形態（複数回答）」

問２三修制の実施形態
問５「三修制を希望する生徒（平成２１年

度）」

昼夜間定時制高校（チャレンジスクール

を含む）では、三修制の希望者が多い傾向

にあるので、以下のように分類して集計し

た。

高卒認定試験

技能審査

学外学修

外部資格認定

定通併修

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

他部履修

６時限授業

実務代替

公開講座

技能連携

授業時間拡大

2４

議蕊蕊蕊i蕊露蕊11m蕊蕊i鍵11鰯１５

鰭鱗灘懲蕊議鱒蕊１３

霧蕊議i蕊i騰霧；露ｉｉｉｌｌ

ｊ鍵鍵鍵i騨鱸鍵欝蕊１０

;鍵11鱸鍵鍵灘７

１蕊鰯繍蕊ｉｉｉ鰯７

欝鰯蕊鰯ii;１６

鑑讓灘５

灘２

鱸２

鱸２

鍵繍：］

（１）定時制課程全体

生徒が三修制を申請する時期が学校によって

異なる（問６参照）ため、校数を記入した。
その他

３４校中２６校（７６．５％）で、三修

制の単位認定の方法を複数もっている。実

施形態が－つのみの学校は、高等学校卒業

程度認定試験（以下「高卒認定試験」とい

う）３校、６時限授業３校、授業時間拡大

１校、他部履修１校であった。

（２）夜間定時制課程

（３）昼夜間定時制課程
問３「三修制による卒業生（平成２０年度）

の占める割合」

三修制を実施している学校で、平成２０

年度に卒業生がでた学校２８校の卒業生

１３３３人のうち三修制による卒業生は、

５６７人（４２．５％）であった。このう

ち、夜間定時制課程の学校２１校では、卒

業生６３３人のうち三修制による卒業生

は、１００人（１５．８％）であった。（た

だし、青梅総合高校は開講３年目で、４年

次での卒業生がいないので除いた。）

問６「生徒が三修制を申請する時期」

生徒が三修制を申請する時期は、多くの

学校で、早い時期（入学時または１学年の

うち）に申請させていることがわかる。

問４「三修制の卒業生の進路（平成２０年

度）」

－４１－

進路先 人数（害リ合％）

大学・短大 ２２３人（３９．３％）

専門学校 １４０人（２４．７％）

就職 ６９人（１２．２％）

未定 １０２人（１８．０％）

不明・その他 ３３人（５．８％）

合計 ５６７人（１００．０％）

学年 校数 在籍生徒 三修制希望者

１ ２２校 2115人 1245人(58.9％）

２ ２６校 1972人 998人(50.6％）

３ ２７校 １７５５人 872人(49.7％）

学年 校数 在籍生徒 三修制希望者

１ １５校 757人 207人(27.3％）

２ １９校 738人 201人(27.2％）

３ ２０校 652人 136人(20.9％）

年次 校数 在籍生徒 三修制希望者

１ ７校 1358人 1038人(76.4％）

２ ７校 1234人 797人(64.6％）

３ ７校 1103人 736人(66.7％）



位認定をするかの違いがでていると考え

られる。

問６生徒が三修制を申請する時期

入学時 1，

問１０「三修制の生徒の卒業式の時期」

第４学年の牛徒の卒業式と同じ曰に行い

ますか。」

「第４学年の生徒の卒業式と同じ曰」の

学校が、２３校（７４．２％）、「第４学

年の生徒の卒業式より後」の学校が８校

（２５．８％）である。

前問の「問９」で「三修制の生徒の卒業

認定時期は、第４学年の生徒の卒業認定時

期と同じ」と回答した学校は、すべて、「第

４学年の生徒の卒業式と同じ曰」であるの

は当然であるが、「三修制の生徒の卒業認

定時期は、第４学年の生徒の卒業認定時期

より後」の学校５校が「第４学年の生徒の

卒業式と同じＨ」に三修制の生徒の卒業式

を行い、三修制の生徒への配慮が感じられ

る。

第１学年 1４

第２学年蕊li111i1iil鑿ｉｌｌｉｉｉ鑿４

第３学年灘’

特に設けていない。灘iii鑿iiiiiiii;ｉｉｉｉｉ５

その他霧’

問７「三修制の資格要件の有無」

資格要件がある学校が１４校（４２．４％）

資格要件がない学校が１８校（５７．６％）

資格要件のある学校の多くが、学年制の学

校で、１年から在籍していることや２年の

２学期以前に転入してくることなどの要

件が多かった。

問８「三修制のメリット（複数回答）」

問１１「三修制の生徒の修学旅行の参加」

「第３学年以前に実施するので参加でき

る」学校が２６校（７８．８％）、「第４

学年に実施するので、参加できない」学校

が７校（２１．２％）である。

「第４学年に実施するので、参加できな

い」と回答した学校は、すべて夜間定時制

課程の学校である。

問８三修制の〆[ノット〈複数回答）

巨校の特色としてア

ピールでき畠。

生徒α自己実現に対す

そ意欲が高まる。

生徒が授業に意欲的に

取り組む。

中途退学の減少につな

がる｢，

特にない．

グ
■
■
Ｐ
Ｐ
Ｄ
二

一一》一ｕ－瘤礒》）

1７

鰯鰯鵬il鰯immIiIi1l5

鰯ｉｉｌ瀞

鱗iimii露ＭＥｉ
問１２「三修制の生徒の卒業アルバムにつ

いて」

問１２三i識Ⅱの生t圭の卒業アルバム

三修制で、３年間で卒業ができること以

外のメリットはありますかを聞いた。３３

校中６校（１８．２％）がメリットは特に

ないとの回答である。

ｌ午後、入学午度が同じ生徒

の卒業アルバムオ購入でき…

卒業アルバムは作成していな

い。

卒業アルバムは購入できな
Ｌ､ IIIiIlIlilliiili,１１

鵜
問９「三修制の生徒の卒業認定時期」

「第４学年の生徒の卒業認定時期と同

じ」学校が、１８校（５８．１％）、「第

４学年の生徒の卒業認定時期より後」の学

校が１３校（４１．９％）である。三修制

の卒業希望者を４年生と同様に卒業学年

として単位認定をするか、３年生として単

三修制用の卒業アルバムを購

入でき息。

そのH2

三修制で卒業する生徒は、４年間で卒業

－４２－



する生徒と３年間は、学校生活を共にする

わけだが、特に、夜間定時制課程は、小規

模で、卒業年度が１年異なればそれだけ少

数になる。そのため、卒業アルバムはどう

しているかを質問した。

回答を見ると各校の対応はいろいろで、

このほか、「３年次に製作し、そのときの

全員に渡す。」「三修制生徒の卒業に合わ

せてアルバムを作成し、４年課程の生徒は

１年後補遺版を購入する。」など、卒業ア

ルバムを作製するにあたり、各校で工夫し

ていることがわかる。

できる。

このことは、技能審査や外部資格認定等

でも合格発表の時期によっては起こりう

る課題である。当該の生徒に対する事前の

説明と日程を整理した計両的な進路指導

を行うことが必要と考える。

また、旧大学入学資格検定に比べて、高

卒認定試験が易化したことにより、本来の

高等学校の学力水準を維持できているか

疑問があるとの意見もある。

（２）６時限授業、授業時間拡大等について

夜間定時制課程においては、多くが全・

定併置校であり、全日制の放課後の活動を

保障しながら授業の領域を確保すること

が施設や音の問題等で難しい課題がある。

施設や定時制課程の使用教室等、各校ごと

の事情や問題点があり、課題解決には、全

日制と定時制の間の調整を十分に行うと

ともに、定時制の三修制について、全日制

の理解を得ることも欠かせないと考える。

また、教員の持ち時間数や講師時数等の問

題も整理しておく必要があると考えられ

る。

３「三修制のデメリット（複数回答）」問１

問１３三修制のデメリヅト（複数回答）

iii1iiii1iiIii1ii1篝iii鬘1N篝1篝i篝
進路指導の煩雑化

成績処理・成績会議等の負担

増

卒業判定基準等の複雑化 iii篝liiiiii;篝iiii篝鑿iii1iiiiiiii鑿鑿鑿鑿11ｉｉｉ鑿

1l5IIHIIlillIIlllIIiIIUIU
ilIijilililliiIiii露

４年生の学習意欲の低下

特になし

その他

このほか、「高卒認定試験を利用してい

るため１２月にならないと、卒業見込みが

立たず、就職等の進路指導が間に合わな

い。」昼夜間定時制課程では、「４年次生

が極端に少なくなる。」などの回答があっ

た。

（３）４年間で卒業する生徒の対応について

昼夜間定時制課程においては、半数から

９割以上の生徒が三修制によって卒業し

ている。夜間定時制においても半数程度の

生徒が卒業する学校が３校もあった。

入学が一緒であっても、４年間かけて卒

業する生徒が、卒業が１年遅くなるという

意識をもつことのないように、今後の学校

生活へのモチベーションを維持させてい

くことが大切である。特に、三修制を希望

しながら、不本意ながらもう１年在籍する

ことになった生徒については、さらに配慮

が必要である。４年間で卒業する生徒に対

し、入学時から４年間で卒業を目指す意義

や４年間を見通した進路指導、学習指導等

をわかりやすく説明することがより重要

になると考えられる。

さらに、昼夜間定時制課程においては、

４年間で卒業する生徒は数名程度になり、

４年目の授業が特に選択科目では、成立し

Ⅲ調査結果の考察と三修制の課題

（１）高卒認定試験等について

三修制の単位取得の方法として、一番多

く利用されているのが高卒認定試験の合

格を単位認定することである。高卒認定試

験をはじめ、技能審査や外部資格認定等に

よる方法は、メリットとしては、教育課程

を大きく変えずに導入できる点である。

しかし、２回目の高卒認定試験の結果が

１２月に発表されるので、３年生が２回目

の高卒認定試験で合格した場合、卒業見込

みが出せず、進路指導が難しいことが予想

－４３－



チャレンジスクールや単位制の定時制課程で

昼夜開講している学校で、三修制を希望する生

徒を多く受け入れているように、三修制も、学

校の特色化の一つである。

学校の経営方針をもとに、どのような生徒を

中心に受け入れ、どのように生徒を育成してい

くかにより、三修制を導入するかどうか､また、

導入した場合、どのような形態を選択するかな

どが決まるであろう。

しかしながら、「都立高校改革推進計画新

たな実施計画」による、定時制課程の適正化計

画も本年度末で完了し、地域によっては、夜間

定時制課程が１２校で､生徒や保護者にとって、

ほとんど選択の余地のない場合もある。このよ

うな地域にある学校においては、是非、三修制

を含め、多くの取組を取り入れ、定時制課程へ

の入学者やその保護者の多様なニーズに応えて

いただきたいことを願うものである。

最後に、多忙な中、アンケートにお答え頂い

た多くの定時制課程の副校長先生方に、改めて

お礼申し上げます。

ないというような事態にならないよう、教

務的な配慮も求められる。

三修制の生徒の卒業認定時期及び卒業時

期について

三修制の生徒の卒業認定時期について、

４年生の卒業認定時期と同じであれば、同

じ授業を受けながら、三修制の３年生と４

年間で卒業をめざす３年生と、３年生の最

後の定期考査の時期が異なること、すなわ

ち、三修制の生徒の単位認定が行われた後

も、４年間で卒業をめざす３年生は授業を

受けることが考えられる。

このことを回避しようとすれば、三修制

の３年生の卒業認定を他の３年生の単位

認定と同時に行わなければならない。とこ

ろが、この場合、卒業式の日程や卒業式準

備の期間の長さにもよるが、三修制の卒業

式を第４学年の生徒の卒業式より後に改

めて設定しなければならない可能性が高

い。

三修制の３年生の卒業認定を他の３年生

の単位認定と同時に行い、かつ第４学年の

生徒の卒業式と三修制の生徒の卒業式を

同時に行うとすれば、卒業式の日程を修了

式に近いかなり遅い時期に設定すること

になる。

(４）

〈研究協力者〉

平野みどり（東京都立町田高等学校）

濱田准一（東京都rZ南多摩高等学校）

寺島雅夫（東京都立八王子工業高等学校）

大泉昌明（東京都立青梅総合高等学校）

Ⅳまとめ

本研究の調査で、三修制に対する考え方や取

組方法など学校による差が大きいことが改めて

わかった。

三修制を学校の特色として、積極的に推進し

ている学校もあれば、４年間で資格取得に取り

組ませるため、三修制の導入を考えていない学

校もあった。また、小・中学校時代に不登校等

の経験があり、自己理解等を深める時間を確保

するためにも、－年早く社会に出たり進学した

りすることが本当に望ましいことかを検討して

いる学校もある。

いずれにしても、三修制については、「定時

制高校は、中途退学者や卒業後進路未決定者等

が多い」という課題の解決に対して、一定の成

果を出していると言える。（問４参照）

－４４－
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